
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

1001
公益
法人

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

今後の日本の医療、機
器産業の推進事業とし
て将来を見据えて支え
ていくべき事業であると
思います。

なぜならばこの研究事
業を推し進めることによ
り、医療、産業の両輪
がかみ合い、ともに発
展していく格好の技術と
なるからです。医療的に
この技術を切望してい
る患者は、非常に多く、
疾病による社会的損失
を大きく取り戻すことが
可能であります。また、
これは脳活動を実際に
描写する技術であり、ま
だ解明途上の脳の情報
科学を大きく進歩させる
研究でもあるからです。

1002
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

日本において、印刷エ
レクトロニクスへの取り
組みに関して検討を行
い、成果を上げていたこ
とは知っていた。発展途
上のこの技術を更に躍
進させ、他国にも負けな
い一大産業へと持ち上
げて頂きたく思い、『推
進すべき』とした。

ディスプレイ産業は韓
国・台湾勢などのアジア
勢に大きく押され、日本
の電機メーカーはもは
や世界標準とはいえな
い状況であるといえる。
そこで、今までにない、
新たな試みを成し遂げ
ることで、日本のディス
プレーを揺ぎ無い世界
標準にして頂きたく思
う。

1003

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

世界トップレベル研究
拠点は、先端研究、学
際融合研究、国際化、
組織改革を掲げて、３
年前に５拠点が設置さ
れ（平成２２年度に＋１
拠点）、順調に成長を遂
げている。特に、国際化
では研究者の約３割が
外国人とするよう指導
がなされており、旧来の
大学・研究所組織にな
い、大きな特徴となって
いる。また、管理運営は
旧来のボトムアップでは
なく、拠点長のトップダ
ウンの意思決定でなさ
れ、迅速な組織改革が
なされてきつつある。新
しい大学や研究所のモ
デルとして成功させ、波
及させることが重要であ
る。従って、一層の予算
増大が必要であるとい
える。

欧州や米国には、世界
の研究者に知られ、人
が集まり、散っていく拠
点が存在する。たとえ
ば、コンピュータサイエ
ンスでは、かってのベル
研究所、IBM Watson研
究所、MITのメディアラ
ボ、カーネギメロン大の
ロボティクス研究所など
がある。日本では独創
的な研究がないではな
いが、個々人によって
細々となされている。し
かし、巨大科学の時代
には組織としてのハブと
しての取り組みが重要
であり、世界トップレベ
ル研究拠点の取り組み
はその一つとして、期待
されている。３年経過し
た時点で、成果は着実
に挙がっており、１０年
後が大いに楽しみであ
る。
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1004

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本は資源の乏しい国
であり、科学技術の水
準を世界最高レベルに
高めることで、国際競争
力を保つ必要がある。
大学における科学研究
費補助金の重要性は極
めて高く、比較的多くの
研究者に少額の研究資
金が分配されるため、
長期ビジョンで安定した
研究活動を続けること
が可能となる。こうした
長期研究は、科学技術
のブレークスルーを生
む上で最も重要な要素
であり、短期の成果を
追求する他プロジェクト
に比べ、日本の科学技
術レベルの底上げの観
点からは格段に有用な
研究資金である。他の
研究費全てが消滅しよ
うとも、広く研究者に研
究機会を与える科学研
究費補助金だけは継続
すべきである。

日本の科学技術レベル
は、ごく限られた少数の
トップサイエンティストに
よってのみ維持されて
いる訳ではなく、様々な
バックグラウンドを持つ
多彩な研究者が、それ
ぞれの視点で課題解決
に取り組むことで、世界
トップレベルとなってい
る。また、科学技術のブ
レークスルーは、こうし
た門外漢のアイデアを
元に、推進することも
度々である。よって、多
くの研究者に研究機会
を与える科学研究費補
助金は、日本の科学技
術レベルを押し上げる
上で最も重要な研究費
である。これがなくなれ
ば、一部の研究者や官
僚が主導する研究プロ
ジェクトのみが推進さ
れ、土木事業の公共事
業のように無駄ばかりと
なり、本物の研究者は
外国に逃げていくであろ
う。

1005
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

地球温暖化防止、CO2
排出削減に貢献できる
事業は、このまま推進
すべきと考えます。

地球温暖化防止、CO2
排出削減に積極的に取
り組み、成果を出さなけ
れば日本の国益に支障
がでると考えいます。

1006

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

多くの研究者の基盤経
費となる重要な研究費
である。増額はあって
も、減額してはならな
い。しかし、税金が原資
である以上総額を簡単
に上げることは難しい。
効率を考えた上で配分
額および配分方法に関
しては、再考すべきであ
る。一年でも研究費０円
という年がないように、
継続して申請できる制
度を構築していただき
たい。また、ポスドクな
どを雇用する人件費費
用とは、明確に区別す
べきである。

ノベール賞への道筋が
見えた時点で、集中的
な研究費の投入は納得
できる。しかし、一研究
室で一億円以上の研究
費を必要とする研究室
が本当にあるのだろう
か？ 一年間５００万か
ら２、０００万円の継続
的研究費がどれだけ多
くの研究者の知的蓄積
につながるかをしっかり
と考えていただきたい。
研究費が途切れた時点
で知的停滞が起こり、
現時点ではそこからの
復活はほぼ不可能であ
る。また、年限が規定さ
れている研究費では、
優秀な研究者を育てる
ことは難しいため、限局
的な人材育成にしかな
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らない。

1007
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

ゲノム医科学研究は、
現在DNAチップや次世
代シーケンサーなどの
技術革新により、世界
中で今まで以上に盛ん
になり、競争も激しくな
っている状況だと思いま
す。ゲノム医科学は、今
後30年間の医療技術の
中心となっていく可能性
を大きくもっており、この
研究で世界から遅れる
ことは絶対にあっては
ならないものだと考えま
す。現在以上に思い切
ってゲノム医科学を推
進すべきだと考えます。

2002年のヒト・ゲノム解
読からもうすぐ10年間た
とうとしています。この
間、海外（特にアメリカ
とヨーロッパ）ではゲノ
ム医科学研究の予算が
大幅に強化され、基礎
研究から応用研究まで
多くの成果が出てきて
います。一方、国内では
内容に関わらず一律削
減の傾向が見られ、ゲ
ノム医科学研究の予算
も削減方向にあり、世
界と逆行しています。ゲ
ノム医科学研究は、日
本が先端的な研究成果
を出してきた分野でもあ
り、これ以上遅延するこ
とは許されない状況に
あると思います。思い切
った予算強化をのぞき
ます。

1008

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

さらに充実・拡張すべき
であると思います。

私たちが行う認知・記
憶・意思決定・運動、そ
の全てが脳による情報
処理の結果として実行
されるものです。それら
の機能によって、私たち
はいかなる状況下にお
いても、その中での最
適解を探索、修正、決
定し、適応的に行動す
ることができるわけです
が、このような高度で柔
軟かつ適応的な機能の
一般生活への応用は、
私たちの生活を限りなく
理想に近づけてくれるも
のと期待されます。予算
的サポートをさらに充
実・拡張すべきであると
考えます。

1009
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ディスプレイ、太陽光発
電と膜素材は、日本が
独占してきているが、現
在は、どんどん海外へ
技術流出している状
態。あらためて より予
算を増やし、日本の成
長戦略として 世界を積
極的にリードすることが
必要。 

韓国、中国との競合に
対し中途半端な予算で
進めても勝てない。 
集中した資金投入が必
要。

電子デバイスに頼らざ
特にプロセスの開発に
は大掛かりな装置が必
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1010
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

るをえない現状におい
て、その製造工程の省
エネ・鉱物資源の節約
の為には、脱真空・有
機材料の開発などが必
須です。共に大切であ
り、ごく短期間では産業
化に結びつかないと思
われるため、国を上げ
ての援助が不可欠と思
われます。

要となるため。また、材
料の評価には、それに
先立ちデバイス作製装
置・評価装置が必要と
なります。各民間企業
が、小さな投資を、個別
に、しかもかぶりあった
状態で行うより、国の指
導のもと、効率的な開
発を行うほうが得策と思
います。

1011

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきだ
と考えます。世界から認
知され、かつnon 
Japanese研究者が魅力
的だと思う研究拠点を
立ち上げることは、今後
も変わることのない課
題だと思います。ただ目
標達成度に応じて、各
WPI間で予算配分など
で差をつける必要はあ
るかも知れません。

国際研究拠点形成はそ
もそもチャレンジングな
課題であり、短期間の
成果を元に推進すべき
かどうかを判断すべき
ではないと考えます。こ
の拠点を通して、若い
研究者は海外留学にあ
こがれを持ち、「自発的
に」留学を考え始めると
思います。また研究政
策が短期間で変更にな
ることは、若い研究者の
研究政策への信頼性を
損なわせ、若い研究者
がますますリスクを取ら
なくなることにもつなが
ると考えます。

1012

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本の大学院学生は、
ほとんどの場合自費で
修学費を賄っている。こ
の点が欧米と大きく異
なる点であり、日本の大
学教育の質の低下を招
く一因と考えられる。グ
ローバルCOEプログラ
ムはこうした学生の研
究活動を側面からサポ
ートするものであり、そ
の意味では非常に重要
なグラントである。一
方、グローバルCOEの
ない研究グループの学
生は、従来通り資金的
なサポートは全く得られ
ない状況である。こうし
た学生間の不公平は、
解決されるべき問題と
考える。学生にとって
は、自分の所属するグ
ループがGCOEに入っ
ているかいないかは関
係なく、自身の研究能
力でのみ資金援助の有
無を判断されるべきで

日本の科学技術レベル
を維持し、世界的な競
争力を保つためには、
人材育成が鍵となる。
グローバルCOEプログ
ラムは大学院学生を援
助し、研究・教育を推し
進めるものであり、非常
に重要なグラントであ
る。今後もこのプロジェ
クトを推進すべきである
が、グローバルCOEプ
ログラム外の学生の援
助をどうすべきか、この
問題も同時に解決する
道筋を見つけねばなら
ない。 
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ある。

1013
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

創薬およびテーラーメイ
ド医療を確立するうえ
で、SNPの研究および
それを基盤とした実用
化は重要である。また、
医療費削減と産業の成
長においても貢献する
と考える。研究目標およ
び実績からも国民の医
療に貢献することが期
待できる。

既に研究成果による医
療への貢献が具体化さ
れている。世界で競争
が激化する中、世界最
先端のレベルの研究が
なされており、国民医療
への貢献と産業の育成
においては、今後も研
究速度とレベルと維持･
向上する必要がある。

1014

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

当該施策は、わが国が
世界をリードする数少な
い科学技術分野の一つ
であり、また地球環境モ
ニターのためにも不可
欠な領域である。科学
技術立国を国是とし、環
境保全を志向するわが
国の技術開発の中核の
一つをなすべきもので
ある。この研究開発は
情報通信研究機構が集
中的に研究を推進して
おり、わが国におけるほ
ぼ唯一の拠点である。
現在の体制はこれを維
持する最小限の規模で
あり、これを維持するこ
とが不可欠と考える。

リモートセンシングは極
めて技術集約度の高い
分野であり、一度技術
が拡散すれば再構築は
不可能と言ってよい。ま
た企業は言うに及ば
ず、大学においても研
究開発は実施困難であ
る。情報通信研究機構
は、世界で唯一の衛星
搭載降雨観測レーダー
を開発するなど、この分
野において世界をリード
する技術基盤と研究能
力を有する。この拠点を
失うことは将来にわたっ
てわが国が地球環境計
測の分野において発言
権を放棄することに等し
い。

1015

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

このまま
推進す
べき

本プロジェクトは世界的
に例を見ないぐらい系
統的に、重要な生命情
報関連データベースの
統合を目指しており、こ
のプロジェクトがもたら
す「統合データベス」は
次世代の生命科学研究
において、欠かすことの
出来ない資源である。
データベースの管理・運
営は研究・教育活動とし
て非常に重要でありな
がら、現在の科学の評
価体型では評価が難し
い分野であり、国が率
先してサポートすべき分
野である。

近年急激な勢いで生命
情報が増え続けてい
る。その結果、従来の
生物学は情報学も巻き
込んだ新しい分野へと
変貌を遂げようとしてい
る。そのなかで、本プロ
ジェクトで整備を目指し
ている統合データベー
スセンターは先駆的な
試みであると同時に、
次世代生命科学研究に
不可欠なものとなる事
が期待される。このよう
なデータベースを世界
に先駆けて整備するこ
とは、日本だけでなく世
界の生命科学の発展に
大きく寄与する物であ
り、国が率先して支援す
べき分野であると考えら
れるから。

オーダーメイド医療の実
現プログラムで整備さ オーダーメイド医療の実
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1016
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

れたバイオバンクジャパ
ンは、20万人分のDNA
を保有し、世界トップレ
ベルのバイオバンクだ
と思います。バイオバン
クは試料を集めて終わ
りというわけではなく、
その後の有効利用（研
究、臨床応用、運営の
維持）は特に重要だと
考えます。そのために
は、むしろ今まで以上に
予算を強化して有効利
用を促進するべきだと
考えます。

現プログラムは、今まで
の研究成果により、臨
床への応用の成果につ
いても大いに期待でき
るものだと思います。実
際に、大規模な臨床研
究を開始するなど、既
に臨床への応用（実際
の患者さんへのフィード
バック）が始まっている
と聞いています。基礎
研究はもちろんですが、
臨床応用はますます期
待が持てる分野であり、
強化を期待します。

1017
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

エレクトロニクス産業の
閉塞感を打破する新し
い技術が必要。我が国
が得意かつ強みとする
省エネ技術，環境対応
技術，部品･材料技術，
すり合わせ技術等を活
用できる技術開発が望
まれる。

本施策は、今のところ
我が国が先行して保有
している上記アドバンテ
ージを最大限に発揮で
きるケースの一つであ
る。強力なリーダーシッ
プの下、集中研究を行
い、その後改めて公募
の上で実用化開発を行
うという進め方も、公的
研究資金の有効活用策
として適当な方法だと思
う。

1018
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

今後の日本の科学技術
の発展に欠かせない事
業であると考えるため。

印刷エレクトロニクスは
非常に効率のよいエレ
クトロニクス製品の製造
方法である。現在注目
されている省エネの面
でも有効であると考えら
れる。

1019

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

創薬、環境などに有益
なプロジェクトであり、こ
のまま推進すべきであ
る。見直しなどは必要な
い。

創薬、環境などに直接
役に立つが、民間で取
り組むにはリスクが高
いタンパク質などをター
ゲットとし、研究開発を
進めている。実際に目
に見える成果が挙がっ
ており、公開もされてい
る。

1020

大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学

24177

大強度陽子
加速器施設

このまま
推進す

大強度陽子加速器J-
PARCは、中性子、ミュ
オン、ハドロン、ニュート
リノなどの素粒子を使っ
て、素粒子物理から材
料科学までを幅広く、且
つ一つ一つの分野では
より深く科学研究を探
求する世界でも例のな
い複合量子ビームセン
ターである。とりわけ、
世界最高強度で、パル

J-PARCで得られるパ
ルス状ミュオンの特徴を
利用して得られる超低
速ミュオンは、ビームの
特性（エミッタンス）に優
れており、サイズが小さ
く、時間分解能にも優れ
ているだけでなく、打ち
込み深さも1ナノメートル
（幅1ナノメートル）の表
面近傍から、200ナノメ
ートルの固体内部まで
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法・公
設試
等）

省 （J-PARC) べき ス状に得られるという特
徴を利用して、世界中
の他のミュオン施設で
は実現できない超低速
ミュオンビームを発生さ
せることができることは
特筆すべきであり、中
性子と同様に日本国と
して積極的に推進すべ
きである。

任意の深さの情報を得
ることができる画期的な
プローブである。日本の
得意とする超伝導・磁
性の研究、Li電池、燃
料電池などの表面での
機能を調べる研究のレ
ベルを格段と向上させ
ることができる強力な武
器である。

1021
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

健康大国日本の実現の
ために、ライフイノベー
ションをもたらす個別化
医療の重要な基礎とな
るゲノム医科学事情は
是非推進するべき。

ゲノム研究の推進によ
り、個別化医療が現実
的になれば、患者にとっ
て、もっとも有効な治療
法に最初からアクセス
できる、あるいは、不要
な治療を受けなくて済
むというメリットがある。
また、近年、莫大な開発
経費や製造コストの高
い治療薬が増えてきた
が、効果の見込める患
者をある程度絞り込む
ことで、効果のない患者
への高価な治療薬の投
与の回避により、医療
経済的にも多大なメリッ
トがある。

1022

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、厳選された大
学院博士課程の学生に
対して、高度の教育・研
究に専念できる体制を
構築するもので、科学
立国施策の根幹をなす
ものである。すでに多数
の博士課程学生が育成
されており、これを継続
することにより、日本の
科学技術を世界最高水
準に維持し発展させる
ことができる。

厳しい経済状況の中、
教育を途中で断念する
学生は多く、このことは
日本の科学技術にとっ
て危機的である。教育
は世代をつなぐ連続し
た営みであり、今優秀
な博士課程学生にしか
るべき環境を提供でき
なければ、日本の科学
技術は致命的な遅れを
とることになる。すでに
グローバルCOEで多数
の大学院生が育成さ
れ、若手研究者として
将来の日本を支える段
階に入っている。これを
さらに拡充することが、
日本の科学技術を発展
させ、ひいては科学領
域にとどまらない多様な
雇用創出につながる。

ヒトのSNPと遺伝子機能
相関は将来の医療を変
革する可能性を秘めて
おり、特に先進諸国に
おいてこの分野の研究
が活発に進められてい

かつて日本が世界をリ
ードしてきた産業の多く
が、諸外国の攻勢で厳
しい状況にあるが、先
進医療の分野で確固た
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1023
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

るが、一方で日本は米
国に大きく遅れを取って
いるという印象を持って
いる。研究にかかる費
用や期間が大きいた
め、国を挙げて研究推
進の環境を構築、維持
し、この分野で将来日
本が世界をリードしてい
って欲しいと考える。

る地位を築くことで、こ
の分野を将来日本経済
を支える一つの産業と
すべきであると考えてい
る。また、この分野は医
療費抑制に繋がるた
め、少子高齢化による
医療費問題に対する施
策になると期待できる。

1024
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷型電子デバイス
は、各国各社が鎬を削
っているが、まだ実用に
耐えられるものは現れ
ていない。さらに、コスト
を考えると、高速印刷が
大きな鍵を握ることは異
論が無い。現時点でこ
の分野の研究を加速さ
せることは非常に意義
があり、ぜひ推進すべ
き施策である。

印刷型電子デバイスの
普及は、省資源化、環
境負荷低減に寄与する
こと大であり、市場の爆
発的拡大とそれに伴う
雇用創出に大きく寄与
する。そのために当施
策の重要性は極めて大
きいと考える。そのよう
な印刷型電子デバイス
を実現するためには、
導電パターン形成用イ
ンクとその印刷技術の
開発が特に重要と考え
る。

1025
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスタプ
ログラム）

このまま
推進す
べき

民間企業として参画し
ているが、今までにない
地域に密着した産学共
同のスタイルであり運
営及び進捗管理の面で
活性化していることを強
く感じる。成果の面では
まだまだであり、引き続
き国の支援は必要と考
えている。将来にはこの
新しいスタイルが定着
し、国の支援なしでサイ
クルが回っていくものと
大いに期待出来ます。

民間企業として参画し
ているが、参画にあたっ
ては大学との新しい出
会いがあった。クラスタ
ーの運営は事務局を介
して真剣な中間報告を
含めた進捗管理がなさ
れており、企業にとって
も刺激となっている。分
担テーマの商品化は、
開発を含めた難しい道
のりであり時間を要する
がこの新しい産学協同
のスタイルで是非成功
させたいと考えている。

1026

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基板
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

私はこの分野でPhD（博
士課程）として研究して
いる学生ですが、推進
すべきと強く感じます。
理由は以下の通りで
す。

この事業は現在のシリ
コンに代替する技術と
考えるのではなく、これ
までのあらゆる日常製
品をエレクトロニクス化
する「次世代」の電子デ
バイス技術の根幹をな
すものです。その経済
は大きいと考えれられ、
ヨーロッパを始めとする
多くの国々が国を挙げ
て開発を進めていま
す。この分野で日本が
勝たなければ、どこで勝
つのでしょうか？

幾つかの科学分野にお
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1027

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人、共同研
究所の基盤的施設の充
実は、ここ十数年の後
退を経て、世界レベル
から見て見劣りがする
状態になってきている。
特に欧米に対しての遅
れは著しくなってきてお
り、このままでは日本の
科学は腰折れ状態に入
ることは確実である。幾
つかのキーとなる先端
装置を充実すると同時
に、これからの科学技
術を支える一般的設備
の充実が急務である。

いて中抜け状態が起き
てきており、科学が総合
的な力によって支えら
れるという最も基本的な
ことに問題が生じてきて
いる。資金がすでに集
中的に注がれている流
行的な分野にさらに流
れ込むという悪循環に
落ちいており、問題は
大きい。基盤を支えて
いく形に直すべきであ
る。同時に共同的な研
究を振興し、新しいサイ
エンスの種に集中化を
行うことも必要である。

1028

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

日本が世界に先駆けて
特許等を取得できる技
術であり、近い将来に
おいて各国のメーカー
等に対する特許実施許
諾を通じて企業収益、
ひいては日本の財政に
も高い貢献が見込まれ
る。 

量子ビームは日本が世
界をリードしている分野
の一つであり、すでに主
要大学、研究機関にお
いては本技術を用いた
医療機器等への応用開
発検討がスタートしてい
る。そのため日本が先
行して特許を取得でき
る以外にも、本技術に
よって日本への外国企
業の誘致等も見込め
る。

1029

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

現在の進捗は一応成功
裡には終わっているも
のの、海外同様な研究
機関に比べて、人的資
源が少なく感じる。個々
の研究員への負担も多
すぎる。 
たとえば、国内の大学
数を半減してその分の
人員を拠点研究機関等
に振り分ける等の大ナ
タを振ることも案の一つ
かと。

国際的に最先端を走っ
ており、また海外からの
研究者も多数実験に訪
れるようになったのは、
現在の研究員らの努力
のたまものであり、評価
されるべきだと思う。 

1030

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進す
べき

研究成果の実用化資金
は、産学連携を推進す
る上で、必要と思いま
す。

研究成果の実用化に
は、産学連携と大学発
ベンチャー等の方法が
あると思うが、産学連携
は直接、間接的に産業
界への還元が高いと思
うため。

大学・

資源の乏しいわが国に
おいては，科学技術を
推進しなければ，国力
は衰退し，世界全体に
対する貢献も大きく減
少すると考える．そのた

私自身，わが国，それ
以上に世界の幸福に貢
献できるような人材とな
るため博士を目指した
が，実際の生活を考え
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1031

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち，グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

めには，何より優れた
人材を排出しなければ
ならない．現状を鑑みる
とその努力が十分とは
言えない．非常に苦労
をしている博士学生が
多い中，希望を失わ
ず，教育を受けられる
環境が必要である．
GCOE事業はこのことに
大きく貢献していると考
える．

ると非常に不安で，教
育･研究に専念できるか
心許なかった．奨学金
を貸与されることで凌ぐ
事はできたが，実際は
借金であり，博士に進
む意欲は減退する．こ
の事業はそれを解消す
るに役立っているので
継続の必要は大である
と考える．

1032
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

グローバル化と低コスト
化の波に晒され、日本
のエレクトロニクス産業
は既存技術の延長線で
は、世界で戦えない状
況にあり、国を挙げての
製造技術改革が必要と
感じる。

印刷エレクトロニクス技
術は、製造技術とアプリ
ケーションに革命を起こ
す可能性があり、将来
に渡り日本の製造業に
優位性を与える技術と
なりうるので、推進すべ
きである。

1033

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

（21世紀COEプログラ
ム，並びに）グローバル
COEプログラムは，既
存の競争的資金獲得事
業の中で，費用対効果
を最大限に引き出した
素晴らしいプログラムで
あり，継続して必ず実施
すべきである。

資金的支援が十分とは
言い難いのに，このプロ
グラムに採択されること
で大学のステータスや
名声があがるという認
識を植え付けるのに成
功し，大学間の競争意
識を芽生えさせかつ定
着させ，学長をトップと
した学内組織を挙げた
目的の共有化や（?）
COE成果を反映した第
二期中期計画・中期目
標の作成とその推進開
始，（?）マイクロチップ基
盤技術と応用分野の先
端的“知”を複眼的に見
渡せ，国際性とリーダー
的即戦力を備えた「セン
シングアーキテクト」の
育成などグローバル
COEでスタートした大学
院教育改革の全学展
開，など教育研究活動
への取り組みが円滑に
推進できるようになっ
た。

大学・
公的
研究 文部 このまま

国際交流は学術の基盤
であり、当然さらに交流

インドのサイエンスはそ
の成長過程のエポック
にきており、これらさら
に大きく伸びていく転換
点にさしかかっている。
これは、過去20数年に
渡って其の発展を見て
きたが、ここ数年、質的
変化が著しくなっている
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1034

機関
（独
法・公
設試
等） 60歳

～

科学
省

24189
学術国際交
流事業

推進す
べき

を深めるべきである。欧
米と同時に、インドとの
交流を促進すべきであ
る。

のを実感している。また
ハーバード、MIT,バーク
レイ、マックスプランクな
どトップインスティテュー
トとの交流は、日本サイ
エンスをさらに引き上
げ、また日本独自性を
同時に生みだしていくた
めには欠かすことがで
きないものである。

1035

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

大学の特長（世界をリ
ードする教育研究分野）
を飛躍的に伸ばすこと
を主眼にした拠点形成
事業，特に21世紀ＣＯＥ
やグローバルＣＯEで形
成された国際的研究教
育拠点を飛躍的・戦略
的に発展させる拠点形
成事業の継続が必要不
可欠である。 

（１）地球温暖化や（再
生可能な）エネルギー
問題など地球規模の問
題や安心・安全・快適な
持続的に発展可能な社
会の実現に必要不可決
な異分野融合研究，特
に生命科学と工学とが
融合した新しい領域で
のブレークスル―を可
能し，イノベーションの
源泉となりうる研究教育
拠点形成事業が必要不
可欠である。 
（２）我が国の「新成長
戦略」の実現，すなわち
経済成長，地域再生，
技術革新の実現や，グ
ローバル化や少子高齢
化対応など，これからの
我が国のイノベーション
を担う気概のある人材
育成が最重要課題の時
代になている。 
（３）大学全体（学長から
構成員全員）が将来方
向について真剣に考
え，行動できる事業であ
り，積極的に実施すべ
きである。

1036

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

本研究事業を推進すべ
きである。

日本の植物科学は世界
でもトップレベルにあ
り、理化学研究所の植
物科学研究事業はその
中核を担ってきた。地球
の生態系の一躍を担
い、人類の生存・生活に
直結する存在である植
物の深い理解とその応
用研究は極めて重要で
ある。以上の理由から、
本事業の推進を強く希
望する。

大学・
公的

非常に重要な課題であ
るので、重点化して推
進すべきである。モデル モデル植物の植物種は
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1037

研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学事
業

このまま
推進す
べき

植物から作物への展開
だけでなく、モデル植物
以外の植物種や作物そ
のものを材料として研
究も強力に推進すべき
である。

非常に限られており、植
物の多様性を反映して
いない面もある。植物
の多様性を取り入れた
解析が今後重要。

1038

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

日本は他の先進国に比
べて、バイオ燃料やバ
イオプラスチックの開発
において遅れをとってい
るように感じる。個々の
基礎的な研究では優れ
た成果を出しているの
で、それを応用するた
めの事業はとても有意
義である。

個々の研究を進めるだ
けでなく、異分野の研究
チームと連携して、１つ
の目的に向かって研究
を進めていくことに大き
な意味があると思う。今
までも大きな業績を上
げてきた理化学研究所
の研究者が集めれば、
優れた成果が期待でき
ると思う。

1039

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24173

産学イノベー
ション加速事
業【先端計測
分析技術・機
器開発】

このまま
推進す
べき

今まで以上に推進すべ
きである。 

計測分析は自然科学に
おいて研究開発の根底
であるから。 

1040

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

今後は、増え続ける世
界人口に対応するため
の食糧確保、地球温暖
化が誘発していると思
われる気候変動による
新たな感染症などの疫
病発生への備えや治癒
に対する研究は必須だ
ろう。まだ機能が十分に
解析されていないタン
パク質の解析が進め
ば、新規及び既知の疾
病解明につながる可能
性をもつ。つまり、前年
度までに達成しなかっ
た高難度タンパク質の
構造と機能の解明に取
り組むことにより未解の
疫病や食糧問題への突
破口になる可能性があ
る。

動物も植物もその組成
がタンパク質で出来て
いることを考えると、人
間にとってこの物質はと
ても重要であることが分
かる。病気の解明や薬
品作りはもちろん、食糧
についても幅広く関わる
ことになるからだ。実際
この研究は、疾病の解
明や治癒、食糧の定期
的・定量的供給のため
に行われてきた研究で
あり、メタボリック・シンド
ロームや癌等に関係す
る我々の暮らしに関わ
る研究成果の還元がみ
られていることから、評
価できると考える。

科学研究は一番でなけ
れば意味がない。一番
でなければ研究成果と
して認められないのだ
から、研究者としては当
然である。その意味で
は、どの研究でも同じで
ある。特に、このような
網羅的解析の巨大プロ
ジェクトでは、投じた研
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1041
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

ゲノム科学最大の成果
でもあるSNPsの網羅的
解析は、オーダーメイド
医療実現の第一段階と
して非常に重要な研究
である。国家プロジェク
トとして、さらに強力に
推進すべきである。

究費が直接成果に結実
する。研究成果は権利
化され、それがことごと
く欧米に持っていかれる
と、日本の医薬業界は
ますます衰退するであ
ろう。また、SNPsの特徴
として、民族間での違い
が大きいことが挙げら
れる。つまり日本人の
特有のSNPsは、日本で
解析する必要があり、
オーダーメイド医療の実
現は海外に任せておい
ても成し遂げられないと
いう事実も考慮し、予算
配分すべきである。

1042

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

本事業を推進すべきと
考えます。

地球の生態系の一躍を
担い、人類の生活・生
存に直結する存在であ
る植物の深い理解とそ
の応用研究は重要であ
る。 

1043

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24186
知財活用支
援事業

このまま
推進す
べき

大学等では日本や海外
で特許化できる可能性
のある先進的発明が
日々生まれており、これ
を「発明→特許化→実
施許諾→実施料収入」
という軌道に自律的に
乗せて行くためにも継
続的な補助を必要とす
る。

数年来の知財活用支援
事業の成果として、大
学等の研究者の意識に
は特許取得の必要性と
意義が植えつけられつ
つある。この意識をより
高め、知財活用を通じ
た国力向上のためにも
本事業は継続して行く
必要がある。

1044
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

ゲノム科学最大の成果
でもあるSNPsの網羅的
解析は、オーダーメイド
医療実現の第一段階と
して非常に重要な研究
である。国家プロジェク
トとして、さらに強力に
推進すべきである。

科学研究は一番でなけ
れば意味がない。一番
でなければ研究成果と
して認められないのだ
から、研究者としては当
然である。その意味で
は、どの研究でも同じで
ある。特に、このような
網羅的解析の巨大プロ
ジェクトでは、投じた研
究費が直接成果に結実
する。研究成果は権利
化され、それがことごと
く欧米に持っていかれる
と、日本の医薬業界は
ますます衰退するであ
ろう。また、SNPsの特徴
として、民族間での違い
が大きいことが挙げら
れる。つまり日本人の
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特有のSNPsは、日本で
解析する必要があり、
オーダーメイド医療の実
現は海外に任せておい
ても成し遂げられないと
いう事実も考慮し、予算
配分すべきである。

1045
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

世界規模で見ても、
ECO関連事業、エネル
ギー関連事業は今後最
も重要な事業になると
考えます。 
一方で、ICTはここ15年
ほどで急速に身近にな
り、今後もその傾向の
加速が予想されるのに
合わせて、Trafficの爆
発的な増加による弊害
が懸念されています。 
また、ネットワーク機器
関連のLSIは日本に優
位性があり、このアドバ
ンテージをキープし、さ
らに伸ばしながら、世界
市場に展開していくこと
は非常に重要であると
考えます。 
上記の理由から、日本
企業が大学、国と連携
し、かつCO2排出量削
減にも貢献する本施策
は非常に重要であり、こ
のまま推進してくべきで
あると考えます。

上記意見の中に書き込
みました。

1046

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

オーダーメイド医療の実
現プログラムの施策を
優先的に推進すべきで
ある。

現在、高齢化社会が進
み、国民の医療費負担
が増加している。オーダ
ーメイド医療の実現によ
り、効率的な疾病の治
療や前段階での予防が
可能となれば、医療費
削減となり、個人の負
担も減少する。そのた
め、オーダーメイド医療
は早急に実現、実用化
すべきプログラムである
と考える。

基盤施設の整備費は，
学生を受け入れ，大学
を運営していく上で欠か
すことのできない部分で

大学への運営交付金が
削減されていく中で，大
学の人的資源は疲弊し
ています．なぜなら，運
営交付金の削減は定員
削減に直結するため，
教育・研究・運営をきわ
めて少人数でこなさざる
を得ない状況が生まれ

14



1047

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

あり，これがもし削減さ
れると，基盤的な教育・
研究費を施設整備にま
わさざるを得ず，その影
響，とくに「人を雇えな
い」状況を加速すること
への影響はきわめて甚
大です．先端研究の推
進などよりもはるかに重
要な，いまもっとも優先
すべき項目と考えます．

ているからです．さらに
若い教員を採用できな
いため，教育研究の継
続性がきわめて危ぶま
れる状況になっていま
す．これを少しでも緩和
するためには，施設整
備費を増額し，運営交
付金を人件費にまわせ
るようにするしかありま
せん．若い院生が（ポス
トがないため）将来に希
望をもって勉学できない
今の状況は末期的だと
いうことをどうかご理解
ください。

1048

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26108

新たな農林
水産政策を
推進する実
用技術開発
事業

このまま
推進す
べき

先端研究を行う大学等
への研究費ではない、
生産現場での問題や新
技術を開発する当施策
は必要であると思う。

農畜産生産現場の技術
的課題の解決や地域の
活性化を図るための実
用技術の早急な開発
は、諸外国からの輸入
農畜産物との競争に打
ち勝つためには必須で
ある。

1049

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ターゲットタンパク研究
は国際競争の観点から
極めて重要。構造生物
学者と細胞生物学者の
統合（インテグレーショ
ン）を促し、国際的にも
評価の高いユニークな
成果を上げている。創
薬に関しては副作用の
少ない分子標的薬開発
には難解析性の蛋白質
構造決定が今後も必須
である。また、膜タンパ
ク質を取り扱う技術など
極めて高度な技術を有
する研究者を育成し、さ
らに社会還元を果たし
ていくためには、今後改
善・見直しをした上で継
続的な支援が必要であ
る。

柔軟性の少ない一極集
中の拠点方式は大きな
発展は望めない。創薬
を促進するという観点で
は、研究と診療の両方
を行っている大学病院、
基礎研究と臨床をつな
ぐＴＲセンターと本プロ
ジェクトとの関係が重
要。厚生労働省から早
期探索的臨床試験のガ
イドラインが出されるな
ど、大学病院ならでは
の画期的な試みが始ま
りつつある。医学部に
生物学者、構造生物学
者、有機化学者が一体
となって研究を進めるこ
とができるネットワーク
型の拠点を作る必要が
ある。 

1050
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）」

このまま
推進す
べき

もっと安価で質の高い
バイオプラスチックが世
の中に出回ることを期
待する。地球に優しいも
のを使うことで、後世に
も住みやすい環境を残
していきたい。

新しい事業を立ち上げ
るよりも、今まで大きな
成果を上げてきた理化
学研究所のような機関
に予算を使うほうが意
味があると思います。有
名な研究者が力を合わ
せて研究すれば、短い
期間で良いものが作り
出せるのではないでしょ
うか。
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1051

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

物質・生命科学研究施
設における中性子、ミュ
ーオンを用いた研究を
強力に推進するべき。
そのためにリニアックと 
3GeV RCS、中性子ター
ゲット部の性能向上、ビ
ームラインの増設を推
進する必要がある。 
一方、ニュートリノ振動
実験については現時点
で国際的な競争力があ
るかどうかを中立的な
立場から再検討する必
要があり、場合によって
は運転コスト削減のた
めに MR の運転時間を
削減することを検討す
べき。 

中性子、ミューオンを用
いた物質・生命科学研
究は、様々な手法を用
いて幅広い物質を対象
としており、国内外の科
学技術研究に対する波
及効果が見込まれる。
パルス中性子、パルス
ミューオンの利用は日
本が世界に先駆けて開
発した分野であり、国際
的な競争力も高い。ま
た、超冷中性子やミュー
オンを用いた基礎物理
学の研究においても、
独自の手法を用いて成
果を上げることが期待さ
れる。 
一方、ニュートリノ振動
実験については、世界
各国で競合する実験が
すでに開始、あるいは
計画中である。物質・生
命科学研究とは異な
り、single issue の研究
はナンバー１でなくては
意味がない。その意味
で現在も競争力がある
のかどうか真摯な再検
討が必要と考える。 

1052

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

研究事業を推進するべ
きである

日本は多くのゲノム医
科学研究成果を出して
きたゲノム研究先進国
である。ゲノムの解読が
終わり、人種間の違い
が疾患などに大きな影
響を与えることがわかり
つつある。そのため、欧
米で行われた研究成果
だけでは日本人に適し
た薬や診断などの開発
は難しい。またゲノム医
科学研究の成果は日本
の財産、知的財産権の
獲得の可能性がある。 
国の政策として日本人
を標的としたゲノム研究
は必要と考える。

1053 大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

確実に推進すべき

科学研究費補助金は数
多くの研究補助金の中
でも最も基本的なもの
であり、最も厳正に審査
されている。むしろ他の
補助金を削減・廃止して
でも、科学研究費補助
金を拡充・集中すべき
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法・公
設試
等）

である。ただし繰越を
「例外」ではなく「基本」
として評価し血税の節
約に努める等、改善す
べき点は改善すべきで
ある。

1054
官公
庁

20～
29歳

文部
科学
省

24183
地震・津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

地震・津波観測監視シ
ステムの整備により、地
震・津波発生の早期検
知が可能となり、緊急
地震速報や津波警報の
猶予時間が長くなれ
ば、減災への貢献が期
待される。とりわけ甚大
な被害が予測される東
海・東南海・南海地震に
おいて、地震・津波の被
害が想定されている地
域の住民の生命を守る
ためにも、当該システム
は非常に有意義であ
る。

緊急地震速報がより迅
速に提供されることによ
って、ゆとりをもって、扉
を開けておく等避難路
を確保したり、机の下等
一時的に安全な場所へ
避難することができる。
その結果、被害を抑え
ることができる。また、
東海・東南海・南海地震
発生後、最も速い所で
は数分で津波が到達さ
れると予測されている。
少しでも速く津波避難ビ
ルや高台など安全な場
所へ避難できるように、
津波警報の猶予時間が
長くなることは、非常に
重要である。

1055

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

今後も日本の大学院の
教育・研究能力を維持・
強化するために、今後
も本施策のより一層の
推進を国の主導のもと
行うべきであると考えま
す。

開始以来これまで、将
来的に日本の科学・産
業界を牽引することとな
る若い人材に国際的か
つ世界最高レベルの研
究経験を体験させること
は、将来の日本の国際
競争力の維持・強化に
必須であると思います。

1056

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

強力に推進・拡充すべ
き

特別研究員事業は科学
研究費補助金と並び最
も基本的な施策であり、
最も厳正・公正に審査・
採用されている。他の
研究補助金を削減・廃
止してでも推進・拡充す
べきである。特に、一つ
の分野から一年に一人
以下しか採用されない、
といった異常な競争は、
直ちに解消すべきであ
る。

1057

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

上記、ゲノム医科学研
究事業を優先的に推進
すべきである。

高齢化社会が進み、国
民の医療費負担が増加
する日本において、オ
ーダーメイド医療の実
現および実用化は急務
である。その基礎を固
めるゲノム医科学研究
事業についても、政策と
して推進すべきである。
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1058
その
他

60歳
～

厚生
労働
省

25104

医療の実用
化研究の一
部（臨床研究
関連研究分
野）

このまま
推進す
べき

ペプチドワクチン療法の
研究を、国は積極的に
サポートしていただきた
い。ゲノム解析をもとに
した特異的免疫療法
は、このニーズに会って
いる。素人の希望的観
測でありますが、この療
法はひょっとしてガン治
療に革命をもたらすも
のになるかもしれない。
そんな期待すら抱かせ
てくれる研究です。

私の夫の前立腺ガン闘
病体験から、夫は画一
的でない、患者一人ひ
とりの体質に適合した、
いわばオーダーメイドの
治療が必要であると痛
感しております。

1059
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
原料の転換、
多様化を可
能とする革新
グリーン技術
の開発）

このまま
推進す
べき

本施策は、バイオマス
資源や気体原料を化学
品に転換する技術開発
であり、石油依存型社
会から脱却するための
重要技術開発と考え
る。また、フードセキュリ
ティの観点から非可食
資源を原料とした本技
術開発が最適である。 

昨年末に実施された
COP15において地球温
暖化防止が議論された
が、会議は紛糾し、各
国の地球温暖化防止に
対する関心は高いもの
の足並みは揃っていな
い。しかしながら地球温
暖化防止は喫緊の課題
である。また、今世紀半
ばには世界人口は90億
を超えることが予測され
ており、食糧確保も最
重要課題である。 
本施策は、上記両課題
解決に向けた取り組み
であり、公的研究機関
の研究開発力と企業の
実用化技術の適切なマ
ッチングが期待できるた
め、高い確率で早期の
社会貢献が期待でき
る。

1060

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス研究の
発展のためには、生物
遺伝資源の効率的な収
集・保存・提供、関連技
術の研究開発は不可欠
であり、これは継続性が
重要である。ライフサイ
エンス分野の広範な研
究に共通する基盤的事
業であり、先進国として
はこのような事業こそ優
先して継続実施するこ
とが必要である。このま
ま推進することを強く要
望する。

本プロジェクトがが開始
されて以降、バイオリソ
ースの利用環境は格段
に高まっており、ライフ
サイエンス分野の研究
開発、産業創出に大きく
貢献している。第２期の
最終年度でもあり、計
画どおり推進すべきで
ある。

大学・
公的
研究 ヒアリング資料を見る限

明らかにコストパフォー
マンスが悪すぎる。 
この程度の事業に９００
億円かけるというセンス
が不明。資料の数字の
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1061

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

環境
省

29105
里地里山保
全活用行動
推進事業

推進す
べきでは
ない

り、９０９億円をかける
事業とは思えない。廃
止すべき。

桁を三つか四つ間違っ
ているとしか思えない。 
ＣＯＰ１０等の国際会議
でも数字の桁を間違う
ような恥ずかしい資料を
提出したりしないよう
に、切に願う。

1062
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷法により、フレキシ
ブル、軽量、大面積、低
コストのエレクトロニクス
素子・回路を実現し、省
エネ・省資源・高スルー
プットのグリーン化プロ
セスを確立・促進するこ
とは、我国にとって重要
な施策のひとつと考え
る。また大面積軽量の
形態情報機器端末への
応用以外にも産業界へ
の波及効果は大きい。 

有機ELテレビに用いら
れる真空プロセスを主
体とする薄膜技術は、
従来のSi半導体プロセ
スの延長線上にあり、フ
レキシブル化、大面積
化、低価格化が難しく、
技術の応用範囲が高価
なディスプレイに限定さ
れていた。本提案の次
世代印刷エレクトロニク
技術は、応用範囲が低
価格の商品にも及び産
業界への波及効果は大
きい。

1063
民間
企業

60歳
～

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国力の源泉である先端
科学技術の開発はいま
やアジアをも含む全世
界的規模での競争時代
にある。広く明日の産業
活性化と生活利便性の
向上を目的としている
が、地球環境のこれ以
上の悪化を防止するこ
とは、それ以上の全地
球的急務である。今日
様々な場所で見られる
「国民受け狙いの思慮
なき無駄」を徹底的に見
直す必要がある。その
ための手段はいくつも
検討されてきているが、
本施策の狙いは「省エ
ネルギ」「省物質」「省情
報」を直接的に促進さ
せることが出来る効果
的なテーマであり、優先
順位をトップランクとして
推進すべきテーマであ
る。見直しすべき部分
は、時代が要請する開
発スピード向上に資す
るためには一段と予算
を大型化する必要があ
る点である。

世界的な先端科学技術
の開発競争において、
ここで扱うEUVL(極端紫
外線リソグラフィー）は、
1986年「つくば（高エネ
ルギ研究所施設）」で世
界で初めて誕生・発明さ
れた世界の注目技術
で、「iPS細胞技術」と同
様世界の尊敬と注目を
集める超大型技術体系
である。この技術は単
に電子部品産業だけで
なく、現在開花しようとし
ているナノテクノロジ
ー、ナノエレクトロニクス
産業の中心的な微細加
工技術である。この分
野は近い将来確実に産
業化が見通せる時期に
なってきているが、大型
技術体系であるだけに
全体的関連技術の同期
的開発が今極めて重要
な段階にある。本プロジ
ェクトの遂行により日本
の国力向上に資するだ
けでなく世界的貢献が
着実に認知され、日本
のプレゼンスを一段と
向上させることができる
ことも確実であるために
予算の更なる大型化も
併せて要請したい。
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1064

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進す
べき

大学等では基礎研究も
さることながら、実用化
に近い段階の研究も数
多く行われている。しか
し企業と大学との連携
はいまだ十分とは言え
ず、その橋渡し、研究内
容のすり合わせをして
ゆく必要がある。一方、
大学等と企業との共同
研究の場合、資金面で
企業に依存する傾向が
強く、このことにより共
同研究がまとまらないこ
とも珍しくない。

企業との共同研究の際
に検討可能な競争的な
公募資金援助はあまり
多くない。また、民間銀
行等からは「リスク資
金」と見られて融資が難
しいことも多い。高い成
果が見込めるのに資金
的な問題で研究が断念
されることは、ひいては
日本にとっての損失と
なる。 
その解決策の一つとし
て、政府主導の資金配
分増に加え、大学等が
設立にかかわる「知的
財産ファンド」への資金
的、人的援助を通じて
民間からの投資を呼び
込むといった方法も必
要と考える。

1065

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

日本の科学研究費補助
金は、研究者の自由な
発想に基づく優れたア
イデアを具体的に研究
へと展開できる施策で
あり、今まで以上に強
力に推進すべきと考え
る。とりわけ、研究費の
調達の難しい、若手研
究者への支援はより一
層の充実が期待され
る。女性研究者への処
置は、一時金的な研究
費をばら蒔くのではな
く、女子学生の大学院
博士課程への進学率向
上とそれに伴う公的機
関でのパーマネントポ
ジションの確保など、長
期的展望で施策を実施
すべきと考える。

日本の科学研究の基盤
を確立、維持するととも
に、将来の日本の科
学、技術の発展にもつ
ながる不可欠な予算措
置であるからである。本
補助金の充実こそが日
本の経済発展にもつな
がる科学基盤力を創り
だす原動力である理由
による。

1066

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

今後の日本の発展を担
う、国際的な競争力をも
つ良き人材を育てるに
は、何より教育が重要
である。日本の大学教
育のレベルを向上させ
るべく、より多くの予算
を投入すべきである。

日本が今後も発展して
いくためには、国際的な
競争力を持った人材の
育成が欠かせない。そ
のためには、まず、大学
院の教育・研究のレベ
ルを国際的に通用する
ものへと発展させる必
要がある。多くの予算
を、大学院の教育力・研
究力の向上に注ぐこと
は、人材の育成のみな
らず、新規技術・産業を
生み出すことにも寄与

20



し、日本経済に明るい
刺激を与えると考える。

1067

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

組織を超えて領域ごと
に研究の価値を決めて
研究費をだすというの
は学術の基本理念に叶
うものであり、今後とも
より充実させるべきであ
る。文科省や他省庁に
おいても数々の研究助
成が存在するが、この
ような個別の研究助成
は火急の政策的助成を
除いて科学研究費補助
金に統合して、科学研
究費補助金全体をむし
ろ増やすべきだと考え
る。その上で、科学研究
費補助金制度の中で重
点領域などの設定をし
て、政策的な諸問題に
応えるという仕組みが
望ましい。

科学研究費補助金は国
立大学等においては交
付金が減少して組織と
しての裁量の余地が減
る中、実質的な研究活
動のかなりの割合の原
資となっている。文科省
の他の施策で大学や大
学院生を支援するもの
が並べられているが、こ
の研究活動の根っこに
あたる科学研究費補助
金が機能しなければ、
そのような他の施策は
砂上の楼閣になるに過
ぎない。

1068
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

自由の効かない身体に
代わって自分の意思を
きちんと伝えられること
は、人間的な生活を営
む上で非常に重要なこ
とだと考えます。身体や
健康などの状態によら
ず、誰もが自分の意思
を伝えられる社会を実
現するため、本研究開
発の推進を期待しま
す。

現在、省エネルギーと
個人の快適性を両立す
る室内環境に関する研
究をおこなっています。
省エネと快適の両立に
は、個人の状態や要望
に応じてきめ細やかに
環境を制御する必要が
あります。高齢者や障
害者といった弱者であ
っても、このような環境
をきちんと享受するため
には、ネットワークBMI
技術が不可欠です。

1069

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

地域の研究成果を事業
化に至るまでシームレ
スに展開できるよう支援
システムが必要である。 

地域の研究成果を地域
に展開することで地域
の活性化につながる。

1070
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーンサス
テイナブルケ
ミカルプロセ
ス基盤技術

このまま
推進す
べき

素材に関する基盤研究
開発は注力し推進する
べきと考える。 
特に海外で成功してい
ない、或いはプロパガン
ダや”まがい物”ばかり
が横行している非可食
植物原料由来で作られ

素材に関わる技術開発
は物質の合成や制御と
いった基盤技術開発と
併せて加工や改質等の
応用的な側面を併せ持
ち、実用にも近くスピー
ティな社会貢献が期待
出来る。 
また樹脂技術の開発は
産業としての裾野も広
いことから多方面での
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開発 る樹脂を他国に先駆け
て実現するための研究
開発には一層の力を傾
注すべきと考える。

研究開発を促進する効
果、それら開発活動が
関連技術者をはじめと
する人材を育成する場
を提供する等、多面的
且つ重層的な波及効果
をもたらす。 

1071

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24109
地球環境変
動研究

このまま
推進す
べき

 海洋研究開発機構の
者です。 
 昨今の予算削減に伴
い、本施策に関しても予
算削減が行われてきて
いますが、地球環境観
測および地球環境予測
については、海洋研究
開発機構が日本をリー
ドしてきています。地球
表面の７割を占める海
洋の変動を観測し、そ
れを予測することが、地
球環境の予測にとって
決定的に重要です。日
本の回りのみの観測だ
けでは日本国民にとっ
て十分有益な予測を行
うことができません。全
球の観測と予測を、ア
ジア諸国とともに邁進す
る時が来ていると思い
ます。 
 是非、このまま推進し
ていただきたく考えま
す。

 地球の環境の変化や
変動を正確に把握し、
予測するためには、海
洋の観測やそれをベー
スにした予測は必要不
可欠です。海洋研究開
発機構では、日変化す
る気象からエルニーニョ
現象などの季節予測に
利用される現象の観測
と予測、より時間スケー
ルが長い温暖化現象の
観測とそれに伴う様々
な現象の予測まで、幅
広く研究できる体制が
整っており、所属する研
究者も自分で言うのも
変ですが、優秀な方が
多い研究機関です。こ
の研究機関の力をもっ
ともっと利用すれば、
様々な地球環境の問題
を自然科学から解決で
きる可能性を更に大きく
できます。 
 なお、施策番号24159
と24160も海洋機構に対
する交付金のはずです
が、頭の表に交付金で
ある旨の記述がありま
せん。PDFをダウンロー
ドするとその中に交付
先が書いてあります。統
一した方がどの程度が
独法で行われているか
一見してわかるので、よ
いと思います。

1072

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

ぜひこのまま推進すべ
き。

現代社会にとって、地
球近傍の環境の理解は
非常に重要である。自
然科学的興味のみでな
く、実生活においても重
要である。例えば、車の
ナビゲーションから、航
空機の安全飛行、ロケ
ット、衛星の飛行等、こ
れらすべての正常動作
のためには、電磁波計
測基盤技術および、地
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球近傍環境（宇宙環境）
の理解が大事であるた
め。

1073

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

研究事業を推進するべ
きである

オーダーメイド医療の実
現プログラムはプロジェ
クトに賛同してくださっ
た20万を超える患者さ
ん方から、ゲノムおよび
血清サンプルをバンキ
ングしている。今までに
多くの研究成果をあげ
てきた、この大規模バイ
オリソースは国の財産
である。今後も、生活習
慣病および癌を中心
に、現在の医学で完全
に治療をするために、
国策としてゲノムを用い
た医療の実用化が必要
と考える。

1074

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

わが国におけるBrain 
Machine Interface
（BMI）技術は、世界的
にみても最先端である。
これは、これまでの基礎
研究の上に成り立って
おり、その研究支援は
継続的に行う必要があ
ると考える。 
一方で、実用的な研究
開発は進んでいない。
特に、産業創出という観
点からの国家的施策と
しては、資金投入や人
材確保の面において積
極性にかけると思われ
る。 
したがって、本施策は
基礎研究の発展に加
え、数年先の国家的な
産業創出を目指し、積
極的に遂行する必要が
あると考える。

少子・高齢化が進むわ
が国では、『介護者支
援装置』の開発はさか
んであるが、『介護者に
対する要介護者の割
合』が増加する限り、負
担軽減は期待できな
い。 
したがって、脳の仕組
みを活かしたBMIに基
づく『要介護者支援装
置』が開発されれば、軽
度要介護者は自立可能
となり、介護者の負担
軽減が期待できる。ま
た、無線LANなどを介
し、要介護者が自らの
意思で広範囲に渡り行
動できることは、Quality 
of Life向上の観点から
も非常に重要であると
思われる。 
これらを早期に実現す
ることで、わが国が、こ
れらの産業において世
界的に先進的な役割を
果たすことが期待され
る。

1075

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

国内には植物科学の研
究機関が非常に少ない
ので、理化学研究所の
ような機関に予算を使
ってほしい。基礎研究
は、利益を生むまでに
時間がかかるが、将来

植物や作物は、これか
らの環境悪化や人口増
加、エネルギーの減少
などの様々な問題を解
決するために、とても重
要なものであると思う。
他の国に頼らずに自国
の研究力で自給自足が

23



等） のことを考えれば、絶対
に必要な出費だと思う。

できるようになれば素晴
らしいと思う。

1076

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCも加速器の高
度化を積極的にに推進
すべきである。

Ｊ－ＰＡＲＣは，世界に
例を見ない特徴を備え
た加速器であり，その
研究成果を待ち望むも
のである。

1077

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

すでに軌道に乗りつつ
ある大学等と企業との、
共同研究等での連携を
より一層強化するため
にも、本事業は継続し
て行くべき。

本事業の成果により、
大学等と企業（大手～
中小）との連携は確実
に深まった。共同研究
数や金額、出願特許数
や実施許諾数、ライセ
ンス収入は年々急速に
増加している。 
また、特に次世代の産
学官連携を担うべく、主
に民間企業経験者から
雇用した若手コーディネ
ータの成長、活躍は目
覚ましい。企業での経
験を最大限に活かして
いる彼らの存在を抜き
にしては、すでに知財
管理、プロジェクトやコ
ンソーシアム形成、共
同研究推進、技術移転
は成り立たなくなってき
ているといっても過言で
はない。 
知財にかかわる人材の
育成こそが、産学官連
携自立化の最大の鍵で
ある。 

1078

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、我が国科学技
術推進の根幹となる極
めて厳選された大学院
博士課程の学生に対
し、RA 等の金銭的補助
などを提供することによ
り教育・研究に専念せし
める体制を構築するも
ので、きわめて画期的
かつ重要なプログラム
である。現在実施中の
プログラムでは、順調に
多数の博士課程学生が
育成されており、これを
継続して実施すること
は我が国科学技術を世
界の最高水準とし世界
をリードするために絶対

我が国の活力を維持し
発展させるためにはとり
わけ理工系の大学院博
士課程における教育・
研究を充実させて科学
技術を振興する以外に
道はない。博士課程学
生に後顧の憂いなく教
育・研究に専念させるこ
とができるRA制度は、
GCOE事業のもとで多
数の大学院学生を育て
てきており、この学生が
若手研究者として我が
国科学技術の発展を支
える段階に入っている。
これをさらに拡充するこ
とこそ我が国科学技術
レベル維持の鍵であ
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に必要である。 る。

1079

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

海外では博士号取得者
が、産業を牽引してい
る。今後も発展が見込
まれるIT産業において
も、シリコンバレーなど
で活躍する企業は、優
秀な博士号取得者を多
く有し、新たな技術を開
発することで、多くの利
益を上げている。日本
の産業が今後も発展す
るために、より多くの予
算を割り当て、推進す
べきである。

産業の礎となっている
のは、基礎技術であり、
それらを新規開拓する
ことは、市場のシェアを
牛耳ることを意味する。
基礎技術を新規開拓す
る研究力は、博士課程
において養われる。IT
産業など、新たな成長
分野で、日本が世界を
牽引するためには、高
度な研究力をもった人
材を育成する必要があ
る。そうした人材を育て
るためにも、こうした大
学院教育を支える施策
に、予算をより多く割り
当てるべきだと考える。

1080
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本技術が重要となって
いくことは異論がない
が、もし可能なら近い将
来に技術が見て判る形
に進捗した時点で、そ
のようなデバイスを如何
に利用するかというビジ
ネスモデルの検討、権
利化も進め、世界標準
となる産業分野育成を
目指すべきと考える。

iPadなど携帯端末の普
及が進んでいるが、こ
れらの大型化に伴い、
軽量化や連続仕様時間
の増大、衝撃で割れな
いなどの要求が高まっ
ている。ディスプレイの
基本技術で現在優位に
立つ我が国であるが、
他国に先駆けて前述の
ような課題を解決するこ
とは成長戦略上重要だ
と考える。 
一方で、技術が普及、
拡大していくためには技
術の高さのみならず、そ
れを世界標準として定
着させることが必要と考
える。そのため、製造技
術、セルの規格化はも
ちろん、これをどんなデ
バイスに乗せ、ユーザ
ーにどんなサービスを
どうやって提供するの
かを考えておくことが大
切だと考える。

1081

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

推進す
べきでは
ない

人間を宇宙に送る必要
性を感じない。

宇宙の神秘を探る上
で，なぜ人間を送らね
ばならないか？人間を
送らずとも貴重な情報
を得る手段を磨くべきで
あり，日本にはその技
術開発を担う人材の育
成が必要であり，それ
は可能である。

本事業は、ライフサイエ
ライフサイエンス分野の
研究において、個々の
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1082

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス

このまま
推進す
べき

ンス分野の基盤的事業
であり、広範な研究分
野への貢献度は極めて
高い。特に、生物を対
象とする事業は継続性
と先見性が必須であり、
先進諸国においても生
物遺伝資源に対する国
家プロジェクトは継続的
かつ優先的に進められ
ている。本事業を計画
どおり推進することを要
望する。

研究者がバイオリソー
スの開発や維持にかけ
る経費は膨大である。ラ
イフサイエンス研究全
体の無駄を省くには、バ
イオリソース事業をさら
に充実させて、個々の
研究者がバイオリソー
スの入手にかける経費
を大幅に節約できる。こ
のため、本事業を優先
して推進するべきであ
る。

1083

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略-

推進す
べきでは
ない

宇宙開発と軍事利用と
の関係を整理する必要
がある。外務省・防衛省
との綿密なすりあわせ
の上、文部科学省が推
進することが望ましいと
考えるが、Ｈ２３年度予
算で行うには時期尚
早。 

この施策が対象とする
「宇宙新興国」にとっ
て、宇宙開発への関心
の源は自国の安全保障
に直結するリモートセン
シング分野であり、イカ
ロス・はやぶさに代表さ
れる宇宙科学研究では
ない。その意味で「宇宙
新興国」に対する日本
の競争力はアメリカ・ロ
シア等に比べて劣って
いるのが現状と考える。
しかし、逆に「宇宙新興
国」のニーズを日本が
取りこんでしまえば、日
本の安全保障上も優位
に立ちうる。内閣の主導
のもと、文科省・外務
省・防衛省をまたいだ国
家戦略をもとに進める
べき施策であると考え
る。 

1084

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学技術振興調整は、
科学技術の振興におい
て、異種の研究分野が
統合することにより、ブ
レークスルー的な研究
が可能となる、重要度
の高い大型プロジェクト
である。なかでも、「安
全・安心な社会のため
の犯罪・テロ対策技術
等を実用化するプログ
ラム」は、安心で安全な
社会を構築する基盤研
究、テクノインフラであ
り、我が国が持続的に
発展する上で必須と考
えられる。従って、国民
生活の安全な生活を保
障するためにも、今後も

テロ対策技術、なかで
も、生物化学剤の検
知、除染は、欧米に比
べて、研究費が極端に
少なく、実用的な完成
度の高い研究の技術開
発において遅れてい
る。海外製品を輸入し
て、有事の際に対応す
る方法もあるが、外国
製品の輸入に当たって
は、安全保障の観点か
ら、また、輸出国の規制
などにより、必ずしも容
易ではなく、我が国独
自の技術による技術開
発が必要である。さら
に、海外製品の精度、
確度にも疑問の余地が
残されており、精度、確
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より一層の拡大が望ま
れる。

度、信頼性の高い我が
国独自の技術開発が必
要である。

1085

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25111
食品医薬品
等リスク分析
研究

このまま
推進す
べき

食品・医薬品をとおし
て、人体に取り込まれる
化学物質は年々増加し
ている。健康被害の中
でも、蓄積や遺伝的影
響を評価する上で、分
析技術の開発と科学的
根拠に基づくレギュレー
トが必要である。

日常生活において、医
薬品・食品添加物など
複数の化学物質を摂取
している中、健康被害
に関するモニタリング調
査と連動して、原因物
質（多成分・複合作用を
含む）の究明は欠かす
ことの出来ない事業で
ある。

1086
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

介護現場や障害を持っ
た方への科学技術の導
入は賛否あるが、必要
に応じ導入すべきと考
える。

介護職員の就労定着率
の悪化に対し報酬単価
を上げるなどの施策が
講じられているが、未だ
離職率が高く介護職員
が不足している。 
早朝深夜の介護報酬は
高額なため、保険料の
高騰や利用者負担率が
大きい。 
とかく高齢者は介護者
に対し『申し訳ない』とい
う思いが強い。 
【結果】介護ロボット等
を導入することで十分な
成果を見込む（導入台
数にもよるが）ことがで
きる。利用者のその思
いが緩和され、介護者
の介護負担の軽減にも
繋がる事が予想され
る。

1087
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

技術開発速度をより速
めるために、知財関係
の持ち寄りと交通整理
を行うべきだと考える。
出口となるデバイス開
発も少し後から併走さ
せ、2020年度より前倒し
にするべきだと思う。

プリンテッドエレクトロニ
クスは、次世代を担う技
術として、アメリカ、ヨー
ロッパ（ドイツ）、韓国に
て集中的に予算が組ま
れ組織的に研究されて
いる。その一方日本で
は組織的な取り組みが
少なく、プリンテッドエレ
クトロニクスに必要な技
術は、大学や企業に分
散している。知財関係
の持ち寄りと交通整理
を行う事で、開発速度
は飛躍的に向上すると
考えられる。 
韓国KoPEAの今年の発
表等を見ていると、日本
の遅れが目立ち始めて
いる。このままでは、次
世代のディスプレイ製
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造やセンサー、ＲＦＩＤ等
の技術から落ちこぼれ
てしまうのではないかと
思う。

1088
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

日本の将来にとって大
変重要な研究分野であ
り、国際競争力を維持
するためにもますます
推進すべきと思います。
本施策では、ゲノム、タ
ンパク質、細胞レベルで
の多面的な解析研究と
創薬や医療等の産業応
用を目差した取組みが
一体的に進められてい
る点が評価できます。
今後は平成23年度から
はじまる創薬等支援技
術基盤の取組みも加え
て産業応用を一層加速
して成果を出していただ
きたい。この分野は国
際的な競争が大変激し
い分野であり、産業へ
の裾野の広い分野でも
あるため是非日本がイ
ニシアティブを取り続け
ていただきたい。 

本施策は、高齢化社会
が進む日本で創薬や医
療の効率化・高度化に
必須な基盤研究であ
り、また、ライフサイエン
ス関連産業で日本が国
際競争力を維持・拡大
するためにも本研究で
取り組んでいるゲノム、
タンパク質、細胞レベル
での基本的なメカニズ
ムの解明と医学・薬学
をはじめとした産業応
用に向けた特許化・知
財化戦略は極めて重要
な意味を持つものだと
思います。 

1089

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

核融合は夢のエネルギ
ー源ではあるが，いつ
夢の状態から脱するこ
とができるのか明らか
でない。中止も含めてし
っかり見直すべきであ
る。

すでに，20年以上前か
ら語られてきたエネル
ギー源であり，巨額が
つぎ込まれてきた。しか
し，状況の好転を聞くに
至っていない。このまま
では，かつての予知で
きるかもわからない「地
震予知」と全く同じ道を
辿るであろう。何千億と
つぎ込んで，結局，でき
るかどうかもわからなか
ったように。

1090
民間
企業

40～
49歳

農林
水産
省

26003

革新的な農
畜産物作出
のためのゲノ
ム情報データ
ベースの整
備

推進す
べきでは
ない

食品分野に関しても遺
伝子組換え技術が受け
入れられるように活動
するのが、先ではない
か。

特に食品に関しては遺
伝子組換えは国民に受
け入れられているとは
思えない。この事業を
行ったとしても、成果は
遺伝子組換え技術を利
用した農畜産物の作出
であり、それは無駄であ
る。

例えばJ-PARCでの技
術は、悪性脳腫瘍や再
発がんに極めて有効な
治療法である「ホウ素
中性子捕捉療法
（BNCT）」への応用の検
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1091

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

日本が世界をリードす
る分野であり、なおかつ
すでに多くの産業応用
が検討されている。 
日本が本分野での基礎
技術を確固たるものに
し、世界に先駆けて特
許等の知的財産を確保
することにより、日本の
国力向上、多額のライ
センス料収入が見込ま
れる。

討が進んでいる。 
従来、この療法は原子
炉から発生する中性子
が必要であったが、J-
PARCでの技術により小
型加速器を用いて中性
子を発生させることが可
能になった。これによ
り、近い将来に各地の
中核病院で本治療が可
能になることが見込ま
れる。 
小型加速器による「ホウ
素中性子捕捉療法」
は、日本が世界をリード
する分野であり、海外
への技術供与によるラ
イセンス料収入以外に
も、日本へ患者を呼び
込む「医療ツーリズム」
など医療、観光産業へ
の大きな波及効果が見
込まれる。

1092
官公
庁

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地方発で世界トップレベ
ルの研究と地域の強み
とインセンティブを引き
出す「地域イノベーショ
ンクラスタープログラ
ム」は、我が国が国際
競争力を持ち続ける重
要な要素であり、「国家
戦略」として引き続き実
施すべきである。 

地域大学の研究シーズ
を活かすことは、地域の
産業振興を図るために
は極めて有効な手段で
あり、イノベーションを創
出するためには、地域
の優れた基礎研究を事
業化に発展させるつな
ぎ目のない事業実施が
不可欠であるため

1093
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

この分野の日本の技術
は高く市場をリードでき
る可能性がある。新規
産業として早期に立ち
上げるためには国の支
援が必要と考える。

日本がリードしてきた半
導体産業は既に脆弱化
し海外メーカーへ製造
拠点が移ってしまった。
本分野はこれまでの技
術蓄積が活かせる領域
で素材、部材を含め技
術的には日本は優位。
日本発の産業として立
ち上げるべき。

1094

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

欧米および韓国・台湾・
シンガポールなど、官民
一体となった「印刷エレ
クトロニクス」の研究開
発が盛んである。日本
においても、高いポテン
シャルを有する素材、材
料、プロセス（印刷）およ
び電子機器の開発は、
焦眉の課題である。

印刷技術は、その印刷
装置そのものを含め、イ
ンクや重ね刷り技術を
含めて、ブラックボック
ス化が可能なものであ
る。当該技術のオール
ジャパンによる研究開
発は、諸外国との差別
化そして追随を許さな
い産業基盤となると期
待される。

教員養成学部の教員減
(特に理数系)に伴い，
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1095

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

このまま
推進す
べき

22年度より減額されて
いるが，増額してもよい
くらいで，積極的に推進
すべきである。

文系学生への理数科指
導に手が回らない現状
では，理数系学生を積
極的に現場に派遣する
必要がある。一方で，教
員免許取得資格の変更
も必要である。理科・数
学(算数)の教育法や教
科を必須にするなどの
改善がなされない限り，
小学校生徒における理
数科の理解の進展をは
かることは困難であろ
う。

1096
公益
法人

40～
49歳

経済
産業
省

27174
地域イノベー
ション創出研
究開発事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「社会情勢・技術の変化
（継続のみ）」に記載の
ある「経済不況下にお
いて本事業が対象とす
るリスクの高い研究開
発は、一層、国が先導
して実施する必要性が
高まっている。」のとお
り、国が中小企業への
支援を継続的に推進し
てほしい。 
※「戦略的基盤技術高
度化支援事業」に提案
できない中小企業への
支援も推進すべきでは
ないでしょうか。 

経済不況下に中小企業
が研究開発に取り組む
のは、経費面でもリスク
が高く、困難であること
が多い。そのため、優
れた研究開発の芽を摘
む可能性もある。よっ
て、本事業の予算を減
額しないで、もう少し多く
の中小企業が研究開発
に取り組めるようにして
いただきたい。中小企
業の研究開発の芽を伸
ばせるチャンスを拡大し
てほしい。 
※「戦略的基盤技術高
度化支援事業」に提案
できない中小企業とは、
「特定ものづくり基盤技
術２０分野」に該当しな
い中小企業のこと。食
品・薬品関連の分野に
も優れた技術に取り組
もうとしている中小企業
があると思います。 

1097

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき 燃料電池自動車は、真

に低炭素社会への切り
札であり、日本の燃料
電池自動車開発は世界
のトップを走っている。
2015年から予定されて
いる初期導入やその後
の本格的普及を一気に

低炭素社会の切り札と
して、運輸部門では電
気自動車がその主役と
考えられているが、イメ
ージのみが先行してい
る感がある。電気自動
車はコミューターカーと
しての利用が限界で、
航続距離も短いため
に、CO2削減効果が薄
い。また、中国やアジア
など国でも容易に安価
な電気自動車が開発可
能であり、日本の高コス
ト体制では、将来的にこ
れらの国に対抗するの
は不可能であろう。これ
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設試
等）

推し進め、他国のまね
できない自動車産業を
日本に創成すべきであ
る。

に対して燃料電池自動
車は通常のガソリン自
動車や大型のバストラ
ックなどにも適用可能で
あり、運輸部門での低
炭素化にとって真の切
り札である。また、高度
な制御技術等が必要で
あり、アジア諸国では当
分の間追いつくことがで
きない技術で、日本の
産業界の優位性を生か
すことができる。

1098
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

中国等の新興国に対し
て、日本が優位な製造
技術を早期に確立しな
ければ、国内の製造メ
ーカーは大企業を含め
て海外へ今以上にシフ
トしてしまう。

電力などのエネルギー
源の石油代替として
は、水力、風力などの
自然エネルギーや原子
力も実用化されている。
しかし、化学品原料とし
ては代替は進んでいな
い。日本は特に石油資
源に乏しいので、バイオ
マス由来、特に非可食
資源から色々な化学品
の原料が得られる技術
を早期に確立するべき
と考える。

1099

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27105
戦略的基盤
技術高度化
支援事業

このまま
推進す
べき

今年度、昨年度の提案
公募の倍率は５～７倍
と聞いています。その中
には非常に優秀なテー
マも予算の関係で不採
択となっているものがあ
ります。今後さらに予算
を拡大して強力に推進
することを要望します。 

日本における産業技術
の底上げは中小企業の
技術開発力の向上が必
要不可欠となっていま
す。川下の大企業では
できなくなってきている
ものづくりの基盤技術
は中小企業が支える産
業構造となり、技術の
空洞化を抑えるために
も中小企業の技術開発
力を支援する本事業が
必要です。

1100

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

エネルギー環境対策の
多様化の観点から、エ
ネルギー固体高分子型
燃料電池の実用化推進
は、必須と考える。

グローバル規模の環境
問題から、電池開発が
我が国の将来における
世界的なプレゼンスの
維持には不可欠である
が、電気エネルギーそ
のものを扱う蓄電池だ
けではなく、水素をエネ
ルギーとすして、発電し
てエネルギーとする燃
料電池関連分野に関す
る投資は、エネルギー
問題解決手法の多様化
から重要視すべきと考
える。

2008年2月の米国の大 情報セキュリティインシ
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1101
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20114

ネットワーク
セキュリティ
基盤技術の
推進

このまま
推進す
べき

停電や、2010年3月の
日本の掲示板サイトで
の過負荷によるネットワ
ーク機器障害など、サイ
バー攻撃によると思わ
れる被害の影響が無視
できなくなってきた昨
今、ネットワークセキュ
リティの基盤技術の継
続的な研究は不可欠で
あると考えます。

デントへの対策は、現
状では個人でセキュリ
ティソフトを導入するな
どして実施されています
が、PCへの負荷が増加
したり、抜本的な対策が
なされないなど、個人や
セキュリティソフトを開
発している1企業のレベ
ルでは限界があると考
えられるためです。

1102

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24130
ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業

このまま
推進す
べき

基盤技術を高めること
が我が国の将来の発展
のために最も重要であ
る。

我が国の得意分野であ
り、かつ独創的分野を
進めることが効率的予
算の使用法であるた
め。人材育成にも役立
つ施策である。

1103

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

厚生
労働
省

25105

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究（３）免疫ア
レルギー疾
患等予防・治
療研究

このまま
推進す
べき

アレルギー疾患の臨床
研究、特に食物アレル
ギー、アナフィラキシー
への対策が非常に重要
であり、研究費のサポ
ートをしっかりしてもらい
たい。正しい診断の普
及啓発、治療法の確立
など課題は山積状態で
ある。食物アレルギーを
持つ子供達の保育園や
学校生活での安全な生
活の確保、給食の提供
など社会から求められ
ているものである。

０歳、１歳児の約１０％
が食物アレルギーに苦
しみ、こどもが食物アレ
ルギーの中心なので未
来を担う子供達の社会
生活（保育園・学校）で
の健全な生活を保障す
るためにも全国での標
準的な食物アレルギー
の医療の普及が急務で
ある。また治療法の開
発も急務である。食物
アレルギーによるアナフ
ィラキシーは保育園な
どでも頻発しており、対
策が急務である。

1104

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24105

（独）科学技
術振興機構
運営費交付
金「先端的低
炭素化技術
開発」

このまま
推進す
べき

国を挙げて協力に推進
すべきである．

温室効果ガス排出量削
減に関わる研究の重要
性は言を待たない．特
に既存技術の拡張にと
らわれない基礎研究は
重要である．

1105

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学

24143

グローバル
COEプログラ

このまま
推進す

グローバルCOEプログ
ラムは、我が国の将来
の科学技術推進の核心
を担う厳選された大学
院博士課程の学生に対
し、RA等の金銭的補助
を行うことにより教育・
研究に専念せしめる環
境を提供する、極めて
画期的かつ最重要の施
策である。現在、グロー

天然資源を持たない我
が国の進むべき道は、
科学・技術立国の他は
ない。即ち、医理工系の
大学院博士課程におけ
る教育・研究を充実さ
せ、将来的に科学・技
術に従事する人材育成
を振興する以外に道は
ない。博士課程学生に
教育・研究に専心する
環境を提供するグロー
バルCOEプログラムRA
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法・公
設試
等）

省 ム べき バルCOEプログラムで
は、多数の博士課程学
生が順調に教育され、
研究に専心している。こ
れを継続して実施する
ことは我が国の科学技
術を世界最高水準とし
世界をリードするために
必要不可欠である。

制度は、すでに多数の
大学院学生を育ててき
ており、これらの学生が
若手研究者として科学・
技術の発展を支える段
階に入っている。このよ
うな状況をさらに拡充す
ることこそ、我が国の科
学・技術を将来にわたっ
て発展維持させるもの
となる。

1106

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業 

このまま
推進す
べき

ゲノム医科学研究事業
は国際的な競争が激し
く、予算を削るべきでは
ない。

将来の日本のゲノム研
究から得られた成果の
応用技術の国際的競争
力確保は国策として取
り組むべきである。

1107

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

「任期なし」ポストを将来
的に用意しないどころ
か，人件費削減でポス
トを減らしている状況
で，「任期つき」ポストを
さらに増やすことは，大
いに疑問である。

運営費交付金の人件費
削減で，「任期なし」ポ
ストが減っている。その
中で，50を過ぎても「任
期つき」となる研究者が
増えている。これでは，
特別研究員となった先
輩を見る後輩が，研究
への道を離れることに
なることが現実に起きて
おり，研究者の養成に
影を落としている。

1108

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域の科学技術を振興
する上で必要不可欠な
事業であると思う。ま
た、これまでの事業の
実施によって、人的ネッ
トワークの構築、インフ
ラ整備、技術の集積が
進んでいる。終了事業
への継続的支援も含め
て実施すべきである。

公設試験研究機関にお
ける研究費及び研究者
数は激減しており、今後
の地域科学技術の振興
と持続的なイノベーショ
ンの創出には、本事業
が必要不可欠である。

1109

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

この競争的資金は最も
重要な基礎研究推進資
金であり、研究人口の
確保、人財育成に必要
である。大学の活性化
に必要と考えられる。

長年の蓄積により、審
査の透明性、公平性が
確保されているので、競
争的資金の中で最も信
頼できる補金である。

BMI技術の進歩は肢体
不自由患者本人の生活
の質（QOL）を向上させ
ると同時に社会の負担
を軽減させる。日本リハ

厚生労働省の調査で平
成20年には肢体不自由
の患者がじつに176万
人と推定されており，従
来のリハビリテーション
のみで日常生活動作
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1110
官公
庁

50～
59歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

ビリテーション医学会で
も昨年シンポジウムに
取り上げられ，注目され
た。しかし現在のとこ
ろ，適応が大学や研究
所内にとどまっており，
実用化の状況になって
いない。特に脳の仕組
みを活かしたイノベーシ
ョン創成型研究開発を
推進し，BMIの実用化す
ることは国家を挙げて
行うべきであると考え
る。

（ADL）を自立させること
はできず，介護に要す
る費用は莫大なもので
ある。介護保険も経済
的な面で破綻しそうにな
っている。特に低年齢
層に対し，BMI技術によ
り能力障害が改善され
ると，介護費用が軽減
できるのみならず復職
も期待できる。その経済
効果は莫大である。技
術立国としても，世界的
に技術を提供すること
は日本の使命であると
考える。

1111

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

是非、推進すべきであ
る。 
初めは当概算要求の様
に小規模でも良いが、 
計画的に確実に増額す
べき価値のある施策で
ある。

限られた予算の中で、
科学技術立国の強固な
基盤形成を図り、 
モノに依存しない成長を
実現・維持していく為に
は、 
数学的方法論に基づく
科学・技術の発展を 
促して行く施策が最も
効果的である。

1112
その
他

60歳
～

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

○検査を受けて気がつ
いた点（本人） 
 
・頭部に装着する電極
の位置を固定できるよう
な工夫ができるとよい。
誰が担当しても同じよう
にできる環境。 
 
・同じ姿勢で長時間は
障害者にとっては大
変。検査時は、できるだ
けリラックスできるような
環境などの配慮がある
とよい。操作する際、筋
緊張がとれるような適
切なポジショニングを考
えてほしい。 
 
・今回の研究に加え、個
人的には筋緊張が無い
状態が及ぼす影響につ
いても結果に差が出る
のか、現場の専門の訓
練士のアドバイスも頂
けたらよいのではない
か。研究の結論が現場
のリハビリに結び付く考
えなのなら、工学的な
視点と医学的な視点も

・機能回復は、脳からの
刺激であることが改め
て感じた。 
 発症から時間が経過
し、回復過程について
努力次第では維持期で
も回復することを証明し
たい。保険点数で定め
られているリハビリ算定
期間を覆したい。時間
がたっても改善してきて
いる。諦めないことが大
切。 
・一刻も早く研究を形に
してほしい。心待ちにし
ております。
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コラボレーションできる
とより効果的ではない
か。 

1113

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は大
学における研究を推進
するための最重要な資
金となっている．

大学における運営費交
付金が毎年削減される
中，科学研究費補助金
なくしては，研究の継
続，さらなる向上が困難
である．

1114

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24001

大学発グリー
ン・イノベー
ション創出事
業

このまま
推進す
べき

グリーンイノベーション
を可能にするために
は、資源エネルギーな
どの工学分野だけでな
く、「グリーン」の本質的
に意味するところの「植
物科学」に関する施策
を積極的にすすめるべ
きである。地球環境に
おける生命維持には、
光合成、バイオマスなど
の理解のための基礎研
究と、それらの活用を目
指した発展研究を推し
進めるべき。

光合成や植物科学関連
分野は、日本が世界を
リードする基礎先端科
学研究分野である。こ
れらの分野における基
礎科学の発展と、戦略
的な応用研究への舵取
りは、国家が責任を持
って行うべき科学施策
の１つである。食糧科学
の重要性は中国でも非
常に重視され、昨今で
は量・質、ともに中国に
追いつかれつつある。
世界での優位性を保つ
ためにも、植物科学を
グリーンイノベーション
の１つとして取り上げる
べき。

1115

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24105
先端的低酸
素化技術開
発

このまま
推進す
べき

グリーンイノベーション
を可能にするために
は、資源エネルギーな
どの工学分野だけでな
く、「グリーン」の本質的
に意味するところの「植
物科学」に関する施策
を積極的にすすめるべ
きである。地球環境に
おける生命維持には、
光合成、バイオマスなど
の理解のための基礎研
究と、それらの活用を目
指した発展研究を推し
進めるべき。

光合成や植物科学関連
分野は、日本が世界を
リードする基礎先端科
学研究分野である。こ
れらの分野における基
礎科学の発展と、戦略
的な応用研究への舵取
りは、国家が責任を持
って行うべき科学施策
の１つである。食糧科学
の重要性は中国でも非
常に重視され、昨今で
は量・質、ともに中国に
追いつかれつつある。
世界での優位性を保つ
ためにも、植物科学を
グリーンイノベーション
の１つとして取り上げる
べき。

SPring-8は、大学や企
業の研究室レベルでは
出せない高輝度X線を
世界最高性能で供給す
る放射光施設であり、

SPring-8では高輝度X
線を用いた世界最先端
の研究が行われている
が、実験する機会は国
内外の研究者・企業に
広く開かれており、特定
の研究者だけのもので

35



1116

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設(SPring-
8)

このまま
推進す
べき

国内外の多くの研究者
が世界最先端の研究成
果ひいては新たな科
学・次世代のイノヴェー
ションを生み出す実験
施設でもある。最先端を
行くいくつかの証拠とし
て、SPring-8で開発され
た加速器技術が海外の
放射光施設に「輸出」さ
れる、SPring-8で初めて
行われた高エネルギー
高分解能光電子分光が
海外で普及しつつある、
等の事例がある。

はないため、国内にお
ける費用対効果は極め
て高いと判断できる。ま
た、この数年来利用す
る国内研究者自身も消
耗品費を負担して実験
するため、受益者負担
の原則も一定程度採用
されている。すでに昨年
度の事業仕分けによっ
て無駄な部分は相当程
度削減されており、運転
経費の殆どは科学技術
の発展に真に必要なも
のと考えられるためこの
まま推進すべきと考え
る。

1117

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学における教育研究
を今後ますます充実さ
せるために必要不可欠
な施策である．

諸外国に比べて日本の
国立大学におけるイン
フラ整備は極端に遅れ
ている．国際的にも魅
力ある大学とするため
には，インフラ整備は重
要な要素である．

1118
その
他

60歳
～

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

検査を受けた本人 
・どんどん研究が進んで
ほしい。早く実ってほし
い。 
・イメージで動かすこと
は難しかったが、慣れ
てきてやっとわかるよう
になってきた。 
・慶応大学の先生がテ
レビに出た。実験談。早
期リハビリ。藁にもすが
る思い。治る方向へ。希
望。まる一年、いい経験
ができた。脳の病気は
簡単に結果が出ること
が無い。 

・当事者の辛さが分か
るので、早く研究が進め
ば、たくさんの方が喜
ぶ。生活していて、家族
への感謝の気持ちがあ
るからこそ、少しでも妻
の負担をやわらげられ
たらと思う。

1119

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金(科
研費)は世界最先端か
ら、まだ日の目をみぬ
萌芽的な研究をカバー
するが、基礎・応用とい
った分野にとらわれず
研究者自身の自由な発
想に基づいて応募でき
るほぼ唯一の競争的研
究資金といえる。大学
内での研究経費が年々
削減されている中で、今
や科研費なしには多く
の研究が立ち行かない
のが現状である。また、

科研費は決して研究者
に対するばらまきでは
なく(現に新規採択率は
殆どの種目で33%未
満)、研究世界における
フェアーな競争の源泉
でもある。大学内での
研究経費が年々削減さ
れている中では研究基
盤を支える極めて重要
な研究資金となってい
る。また研究者にとって
も相当程度フレキシブ
ルに利用でき、国際競
争の観点からもこれを

36



審査における透明度及
び公平性も他の競争的
研究資金と比較して高
いと思われる。

拡充すべきと考え、他
の競争的研究資金に優
先してこのまま推進す
べきと思う。

1120

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24172
先端研究施
設共用促進
事業

このまま
推進す
べき

大学の持つ先端機器を
学外に公開し，利用して
もらうことは産学連携を
行う上で，重要な事業と
なっている．

地方の中小企業では独
自で研究開発を進める
ための人力，設備を備
えていない場合が多
い．大学の先端機器，
使用のためのノウハウ
は産学連携における重
要なファクターとなって
いる．

1121

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

発表論文数と質の高さ
（Natureなど）は日本で
最も高い研究機関の一
つである。またここで数
年を過ごした後準教授
などのポストを得るポス
ドクも非常に多く、成果
及び若手育成として日
本で最も重要な機関で
あると思われる。厳しい
任期制および外国人に
より外部審査を実施し
ている点も評価できる。
そのため、研究員の多
くは能力の限界まで研
究に費やしている。

他の独立行政法人で、
とくに農水省関係では、
パーマネントのポジショ
ンを与え、成果（論文の
質と数）を評価しないと
ころが多く、そのため研
究成果および研究員の
質はひどいのが現状で
ある。なぜ、国際的にも
評価され、全人類の将
来に影響を与える成果
を出し続けているこの
研究機関がより厳しく審
査され、世界どころか日
本にも役立っていない
それらの機関が審査さ
れずに税金を無駄遣い
しているのか、全く理解
できない。

1122

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

新しい「ものづくり」のパ
ラダイムを創製すること
は我が国にとって喫緊
の課題であると考える。
これを遂行するために
も挙国一致で取り組む
施策は、我が国の産業
のみならず、経済・社会
生活にも大いに活力を
与え得るものであり、是
非とも推進すべきであ
る。

我が国がトップを独走し
ていた技術分野で、韓
国や台湾、中国との競
争に負けてしまっている
現状を、これまでのパラ
ダイムでは打破すること
はできないと考える。我
が国の優位性を維持・
増進するためには、産
学官の力を結集し、新
たなパラダイムを構築し
なければ、常に韓国・台
湾の後塵を拝するばか
りか、近い将来には中
国にも追い抜かれてし
まうと思う。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部 地球内部ダ このまま

これまで培ってきた研
究環境や国際交流の実

基礎研究は大学で行う
べきと言う固定観念にと
らわれている人が多く，
そのような人にとって本
施策を独法に実施させ
ることは理解しないでき
ないであろう．しかし，
本施策のように時空間
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1123

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24159

イナミクス研
究

推進す
べき

績を有意義に活用すべ
く，本施策のさらなる推
進が必要である．

的にも広範囲であり，強
力なリーダーシップが求
められる案件は，もは
や大学で実施すること
は不可能である．費用
のかからない基礎研究
など，虫の良い考えに
過ぎない．

1124

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

日本の将来を担うトップ
レベルの大学に対し、
重点的に予算を配分
し、研究を推進させてい
くことは、今後の日本の
発展において必要不可
欠であり、今後も本施
策を遂行していく必要
があると考えられる。

日本は当然のことなが
ら、資源が少ないため
に優秀な人材を育て、
科学技術立国として今
後も世界のトップを走ら
なければ、その優位性
を保つことは出来ず、経
済的にも発展すること
は望めない。近年では
中国などの近隣諸国も
台頭してきており、今ま
で以上に人材育成に力
を入れる必要があると
思われる。

1125

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

最近になって政府もや
っと食料自給率の向上
を考えきたが、その政
策は漁協よりも農業に
向けられている。近年
の日本周辺での漁獲量
の減少は著しい。日本
周辺の豊かな漁場をと
りもどすのはたいへん
重要であり、その視点
にたった今回の計画に
賛同するものとしてコメ
ントを出した。

魚を含む海洋資源が激
減していることを実感し
ている。佐賀県におい
ても有明海（その減少
には人為的な原因も多
いようであるが）のみな
らず玄海灘においても、
漁獲量の減少が続いて
いる。私が子供のころ
のきれいな海はどこへ
いってしまったのかとい
う思いである。魚介類の
自給率は低下している
が、現時点では海外か
ら多くの魚介類を買い
あさり日本国内ではそ
んなに貧窮はしていな
い。しかし、他国の海洋
資源にも深刻な影響を
与えているのが現状で
ある。

1126
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術を駆使した大
面積エレクトロニクス素
子・回路製造技術を強
力に推進し、次世代の
日本の中核技術とすべ
く、可能な限りの支援を
行うべきである。具体的
には、優れた技術を有
する国内企業への資金
面・税制面での支援
や、海外進出の支援、
知的財産の保護を行
う。また、技術確立時に

アジア企業に代表され
る海外企業との競争は
日々激化しており、現
在、国内製造業各社は
海外生産の拡大か事業
からの撤退かという難し
い選択を迫られている。
そこで、コスト及び環境
負荷の面でも優れた印
刷技術を駆使したエレ
クトロニクス素子・回路
製造技術を発展させる
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は、全世界でのデファク
トスタンダードとすべく、
国際的な働きかけを行
うべきである。

ことで、国内企業は活
路を見出すことが可能
と考える。

1127

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

より発展・拡充を目指す
べき。

当該技術は先端かつこ
れからの市場発展が見
込めるものであり、また
国際間の競争が激烈な
技術であるので、競争
力向上のためにも手厚
い施策が必要。

1128

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

海外に比べ日本では若
手研究者を育成するた
めの制度があまりに不
足している。ただでさえ
近年の不況などから、
博士課程への進学率は
低下しており、理系離れ
などが進んでいることか
らも、このような現状を
打破し、若手研究者を
育成する制度を充実さ
せる必要がある。日本
の将来を担う若手研究
者を育てなければ、今
後の日本の発展はない
とさえ言えるため、今後
も本施策を遂行していく
必要があると考えられ
る。 
また、近年留学生等へ
の支援が増えている
が、それらを増やす以
前に国内の学生への支
援を増やすべきである。

日本は当然のことなが
ら、資源が少ないため
に優秀な人材を育て、
科学技術立国として今
後も世界のトップを走ら
なければ、その優位性
を保つことは出来ず、経
済的にも発展すること
は望めない。近年では
中国などの近隣諸国も
台頭してきており、今ま
で以上に人材育成に力
を入れる必要があると
思われる。

1129

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

このまま
推進す
べき

常に、事業成果をチェッ
クしつつ、継続事業につ
いては最後まで、推進
すべきと考えます。ま
た、大学と地域産業並
びに地方自治体が協力
して推進する事業につ
いては今後も積極的に
拡充すべきと考えます。

大学の研究シーズを地
域産業界で事業化する
ことが地域の大学等の
一つの使命でないかと
思います。地域企業の
技術開発は自社だけで
は限界が生じ、産学官
の取り組みが、よりスピ
ーディに効率的に推進
できるので、今後もこの
ような事業が国内企業
の発展のために是非必
要と考えます。

1130
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた
基盤技術開
発

このまま
推進す
べき

今まで解明が困難とさ
れてきた物質や細胞の
奥深くが分かるから。

産業と生命の技術革新
に必須

海外に比べ日本では若
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1131

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

手研究者を育成するた
めの制度があまりに不
足している。このような
若手研究者が今後世界
的に活躍するために
は、若い段階で海外経
験を積み、グローバル
に活躍するための基礎
を築く必要がある。日本
の将来を担う優秀な若
手研究者を育てなけれ
ば、今後の日本の発展
はないとさえ言えるた
め、今後も本施策を遂
行していく必要があると
考えられる。 
また、近年留学生等へ
の支援が増えている
が、それらを増やす以
前に国内の学生への支
援を増やすべきである。

日本は当然のことなが
ら、資源が少ないため
に優秀な人材を育て、
科学技術立国として今
後も世界のトップを走ら
なければ、その優位性
を保つことは出来ず、経
済的にも発展すること
は望めない。近年では
中国などの近隣諸国も
台頭してきており、今ま
で以上に人材育成に力
を入れる必要があると
思われる。

1132

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

若手研究者への支援は
国家として責任を持って
推進すべき。諸外国と
比較しても科学研究へ
の支援は一部を除いて
一流国家とはいえない
現状です。若手研究者
がもっと研究に邁進で
きる支援体制（補助金）
が必要です。

世界と比較して論文数
の減少は目を覆うばか
りです。OECD内比較で
も目に見えて悪化して
います。国家の施策とし
て若手研究者に対して
基礎，応用研究を問わ
ず支援体制（補助金）を
拡大することが，日本の
科学技術の発展に貢献
します。今からでも遅く
は無いと考えます。中
国，韓国，インド等のア
ジア諸国にさえも太刀
打ちできなくなります。
国家問題として対応が
必要です。

1133
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

次世代印刷エレクトロニ
クスに対して国として支
援する体制をとること
は、大いに賛成でありま
す。

印刷エレクトロニクス
は、今後大きく成長する
市場であり、絶対に日
本としてはシェアを確保
しなければならないと考
えます。そのためには
確実に国として支援す
る体制を構築すること
が必須であり、国益が
損なわれることがあって
はならないと思います。

1134

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

このまま
推進す
べき

特にシーズ探索のメニ
ューが今後の科学技術
振興に貢献できると思
う。

少額でも幅広い研究者
が利用できる制度なの
で、研究者のすそ野拡
大につながる。
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等）

1135

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大学の研究者にとって
科学研究費補助金は必
須のものです。とくに地
方国立大学の研究推進
にとって、科学研究費
補助金の件数確保は大
切です。私の意見として
は、いっそう配分枠を加
減して、全体件数の増
加が望ましいと思いま
す。

科学研究費補助金は、
個々の教員自信が建て
るボトムアップの研究を
対象に交付されます。こ
の点で、自ら発案した
課題を磨くという、非常
に大事な機会が研究者
に与えられています。比
較的中規模や小型の採
択率を上げていただけ
れば、多数の研究者が
研究意欲を増進する元
となります。

1136

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24015
観測・予測研
究領域

このまま
推進す
べき

基盤的火山観測網の整
備を優先的に進めるべ
きである．基盤的地震
観測網は十分整えら
れ，順調に運用されて
いるので，NIEDがこの
施策を遂行することに
何も問題はない．

研究開発目標を見るに
火山観測整備に重点が
置かれているように見
える．高温対応の地震
計の開発には時間がか
かるであろうが，そのよ
うな地震計を必要としな
い地点であれば，前倒
しで火山観測点の設置
を急ぐべきである．日本
の火山監視体制は甚だ
脆弱である．

1137
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

シリコンをベースとする
エレクトロニクスは成熟
期を迎え、国外への技
術流出が著しい。これ
までの、微細化による
低価格化やシリコン半
導体へのこだわりを捨
て、大面積化による低
価格化や印刷半導体に
よる低価格化を追求す
ることは、新たな産業と
して、日本の国際競争
力を復活させるカギとな
る。

日本の印刷技術は大変
優れており、世界をリー
ドするものである。その
優位性をエレクトロニク
スに応用することで、日
本の得意分野を創出す
ることができる。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部 グローバル このまま

少子化に伴う国民人口
の低下は避けられない
問題であり、近い将来
の産業構造を担う個々
の国民が算出する生産
物や知的財産などの創
造効率などを、今後飛
躍的に向上させる施策
が必要不可欠である。
グローバルCOEプログ
ラムは大学における高
等人材育成を実現しう
る事業であり、世界にお
ける日本の存在価値を
向上させる重要な使命

現在の博士号取得を目
的とした大学院カリキュ
ラムでは、学生本人が
海外渡航し自らの研究
成果を外部に発信する
とともに他国の優れた
知見を効率的に吸収す
るため、学術会議など
への派遣を進めている
が、これを補助する公
的な予算措置はグロー
バルCOEプログラム以
外にはほとんど見られ
ず、予算減額は学生を
支える家庭への負担増
に直結する。さらに、当
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1138

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24143

COEプログラ
ム

推進す
べき

を担っている。従来の大
学教育では、これまで
に得られた科学的知見
を学部や大学院生に教
授し、産業および学術
分野で活躍しうる人材
を育成することを主目
的としてきたが、当該事
業はこれと一線を画す
内容を掲げており、博
士号取得を目指した大
学院生の海外研修費の
補助など、能力向上を
育む施策を根幹とした
アップグレードオプショ
ンである。

該事業では、大学院教
育を主眼として国際連
携事業も推進しており、
海外から著名な研究者
を招聘し大学院生の学
習意欲を刺激するととも
に、優秀な大学院生を
海外の著名な大学と交
換留学させることで互い
の学習意欲を刺激し、
将来の産業界における
国際戦略を担う人材の
育成を目指している。実
質的な国際貢献策とし
て機能している優良事
業である。

1139
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

生細胞内の1分子観測･
操作は日本が世界をリ
ードする科学技術分野
であり、再生医療はiPS
細胞の利用を始めとし
て世界をリードしていく
ために推進しなければ
ならない分野です。本
事業及び研究開発にお
いて、これらの分野を融
合、発展させて細胞とい
う複雑系内の動態を明
らかにすることは、次世
代医療の実現と普及を
目指すために重要な位
置付けにあると考えま
す。

1分子観測･操作はタン
パク質分子等の構造変
化や複数分子の相互作
用を解明しつつあり、こ
のために必要な蛍光プ
ローブの開発、実時間
観測するための光学技
術の開発、画像処理に
よる解析技術に開発が
進んでいます。実際の
細胞内で起こる反応に
おいて、多種の分子の
相互作用や動態およ
び、それらの関連性を
知ることが次世代テー
マと考えます。iPS細胞
の研究と融合した研究
の向かう方向にある重
要な分野の一つが再生
医療であり、日本は世
界をリードできる力を充
分に備えていると見ら
れます。

1140
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター)

このまま
推進す
べき

従来の国家PJにおいて
は産業の目標と開発の
目的が合わないことが
多々あった。研究開発
としてもその期間に留ま
り、新たな進展が見られ
ないことも多々あった。
本事業においては、産
学がうまく組み合わさ
れ、今後も期待すべき
内容が盛り込まれてい
る。今後に期待したい。

開発スキームとしての
分類と各担当が明確に
なっていることと、指導
教授陣やとりまとめ官
庁機関の意識も大きく
変わってきたものと想定
される。

1141

大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す

年度開始すぐの交付，
分担者への速やかな研
究費配布，複数年度会
計の承認など，より柔

ここ数年，かなり使い勝
手が良くなってきたが，
まだ不十分である．不
正使用は厳に戒めるべ
きではあるが，使い勝
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法・公
設試
等）

省 べき 軟性の高い運用を期待
する．

手の悪さが不正使用を
助長してきた側面も完
全には否定できない．

1142

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27009

密閉型植物
工場を活用し
た遺伝子組
換え植物も
のづくり実証
研究開発

このまま
推進す
べき

植物工場を実用化に向
けてより積極的に推進
すべき

植物のシステムを利用
した物質生産技術は、
低炭素社会に直結する
ので非常に重要であ
る。

1143
公益
法人

30～
39歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域の科学技術振興に
は必要な事業のため

これまでの事業による
成果を無駄にしないた
めにも、継続して実施す
るべき

1144

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

今後の電子デバイスを
含めた開発の上で非常
に重要な事業なので、
このまま推進すべきと
考えます。

世界的に見ても競争の
激しい分野の事業で、
今この事業を推進しな
ければ、開発競争に後
れをとり、国益を損なう
恐れが大きいので。

1145

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷でエレクトロニクス
デバイスが作り出せる
なら、「これまでなかっ
たもの」が生みだされる
という期待が持てます。
また、材料とプロセスを
同時に開発していく思
想は重要で、この開発
から生まれるノウハウ
は、将来的に日本のも
のづくりを支えていくも
の、日本独自のものに
なると考えられ、開発に
おける知財戦略も含
め、国策として推進すべ
きです。

日本のものづくり技術
はレベルが高いけれ
ど、値段も高い、そこま
でのスペックは要求して
いないから日本のもの
は必要ない。日本の製
品が韓国や台湾に大敗
を喫している一つの理
由です。印刷技術でデ
バイスを作ることは、材
料、プロセスともに非常
に多くのノウハウを必要
とします。つまり、単純
な印刷とは違い、すぐに
は真似のできない技術
です。日本のものづくり
を復活させるためにも
いち早くこの日本独自
な技術確立が必要だか
らです。

1146
その
他

60歳
～

厚生
労働

25104

難病・がん等
の疾患分野
の医療の実
用化研究の

このまま
推進す

夫に大腸がんが見つか
り、4年前手術を受けま
した。さらに2年前、肺が
んが見つかり、初期の
状態でしたので、放射
線治療を受けました。市
の健康診断で見つけて
いただいて感謝してい
ます。 
 しかし、再発・転移の

 ペプチヂワクチン療法
について、講演会で聴
かせていただきました。
新しい治療法を研究・
開発してくださっている
事を知り、毎日をあかる
く前向きに活動しようと
希望が湧いてきます。 
 ペプチドワクチン療法
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省 一部（臨床研
究関連研究
分野） 

べき 心配が一日も頭を離れ
ません。でも、日々治療
法の研究・開発をしてい
てくださるのだと思うと、
気持が明るくなり、活動
も活発になります。 
 ぜひ、研究・開発を継
続推進してほしいと思
います。

は、新しい治療法とし
て、最も身体の細胞に
有効に作用し、しかも身
体に負担の少ないもの
と思います。 
 ペプチドワクチン療法
の研究・開発の推進を
熱望します。

1147
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

我国のナショナルバイ
オリソースプロジェクト
については、材料の収
集、保存、遺伝的有用
性解析、そしてこれらを
統合したデータベース
作りが着実に進行し、
利用者の期待も大き
い。本プロジェクトで扱
っている、菌類、動物、
植物は何れも我国の基
礎的学問に大きな寄与
を現在から将来にわた
って果たすことは確実
である。今、目先の利益
のみに目を奪われて、
本プロジェクトの予算削
減を行なうことは、これ
までの本プロジェクトで
築き上げた成果を、無
に帰すことであり将来
の国益から見ても避け
なければならない。

本プロジェクトの遂行に
は、長い時間と費用が
必要である。また、この
事業は収集、保存が中
心となるので、その成果
は論文にしにくく、競争
的資金の獲得で行なう
プロジェクトとは一線を
画す必要がある。また、
このプロジェクトは、個
人の能力のみで、遂行
ができるというような性
格のものではなく、国の
確固たるバックアップを
必要とする。以上の点
から、プロジェクト推進
に遅れが出ないような
予算措置をぜひお願い
したい。

1148
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

H14年からスタートした
知的クラスタ創成事業
は、昨年仕分けに 
かかり、一旦廃止の判
定がされたが、現在名
前を変えて継続してい
る。本事業は、法人化さ
れ科学研究費が著しく
減った地方大学におい
て、きちんとした研究を
するために必要な制度
と考えられる。 
また、企業との協業を
進めている事で、先生
達のビジネス感覚を鍛
える為の良い機会であ
る。但し、向上する意欲
の無い先生達には、投
資効果が期待出来ない
ので見直しをして進める
べきと考える。

上記にも書いたように
先生方が新しい研究を
進め、克つ企業の開発
者的ビジネス感覚を学
ぶ重要な機会である。
また、今までの成果とし
て、事業化が近い研究
が多く育っており、しば
らく継続する事により経
済的効果も出ると期待
出来る。 

大学・
公的
研究
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1149

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員終了後の対
策も検討していただきた
い．

大学・公的研究機関の
定員が減少しているた
め．

1150
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24103
海洋鉱物資
源探査技術
高度化

その他

最終目的が説明文にあ
るように「海洋資源開発
に必要な資源量把握の
加速を推進する」とあり
ますが、何故文科省予
算で資源開発関連の開
発をするのか理屈が立
たちません。予算配分
するのであれば経産省
であるべきでしょう。ま
た、経産省に予算配分
するのであれば、大学・
研究所だけでなく、企業
において資源開発（資
源量の計算・評価を含
む）の経験を持つ技術
者を評価委員等に加え
るべきでしょう。

従来から海洋資源関連
は文科省と経産省に配
分されていましたが、海
洋資源の成因、産状な
ど基礎科学的な分野は
文科省、資源のた探
査・開発は経産省という
棲み分けをして実施す
べきでしょう。また、資
源開発、資源量の何た
るかを資源開発や資源
量算出・評価の経験を
持たない大学・研究所
の研究者に配分しても
成果が得られないので
はないかと思います。

1151
官公
庁

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

免疫のメカニズムを明
らかにし、再生医療や
がん治療への応用を今
以上に進めるべきてあ
る。

骨髄移植やiPSなど、高
齢化やオーダーメード
医療に用いることがで
きる素材は開発されて
きたが、免疫による副
作用や効果の減弱も聞
かれる。そういったメカ
ニズムを明らかにすれ
ば、より効果的な再生
医療を行えるだけでな
く、逆にがんを攻撃する
ような新しい治療法も開
発できるのではないか。

1152

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

予算削減によって研究
室の構成員への資金面
の困難が生じる。研究
は日進月歩であり、一
度そのような憂き目に
会うとその研究を続け
ることが難しくなる。

研究を行う構成員への
資金の枯渇は、研究を
継続するために余り意
義のないすぐに成果が
期待できる安易な研究
へと仕方なく進路を変
更する可能性が大いに
考えられる。これは研究
分野の発展とは反対の
衰退を招きかねない大
きな損失を孕んでいる。

長期的な視野に立ち、
民間企業でできない基
礎研究を産総研や大学
の研究期間で進める事
が重要と考える。研究
者は、常に最先端を研
究する気概を持ち進め
るためにも文科省から
の支援が重要である。 

先の見えない研究開発
は、研究者が常に最先
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1153
公益
法人

60歳
～

その
他

0
来年度の新
規事業

このまま
推進す
べき

しかし、年度単位の予
算は、長期研究にとっ
て効率が悪いので、予
算は繰り越しでき複数
年で処理出来るような
システムが必須である。
また、建物や大型装置
を導入するするだけで
なく、その後のランニン
グコストも事業末期まで
7予算計上することが重
要と考える。

端を行っているという自
負が必要。最初から
No.2 以下を目指す事を
したら、良い革新的研
究はできない。

1154

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

人口の急速な高齢化や
生活習慣の欧米化によ
り、動脈硬化性疾患、
がん、高血圧、糖尿病
など生活習慣病の増加
が深刻な社会問題とな
っている。遺伝子多型と
疾病発症および薬剤の
作用・副作用との関連
を明らかにすることで、
これら疾病の新たな治
療法・予防法の開発が
期待できる。このプロジ
ェクトはこれまで大きな
成果を上げており、国
の重点課題として積極
的に推進する必要があ
る。

本プロジェクトにおい
て、生活習慣病に関す
る疾患関連遺伝子を明
らかにすることにより、
生活習慣病の新たな治
療法・予防法を開発し、
引いては高騰する医療
費の削減、国民の健康
副趾の向上につながる
と期待される。この分野
では世界各国との激し
い競争が行われてお
り、わが国でも重点的
に取り組むべき国家的
課題である。

1155
民間
企業

20～
29歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

地球温暖化に伴いCO2
削減が急務となってお
り、またCO2を削減する
技術が企業の利益を左
右するようになっていま
す。この為、日本として
も国益を増加させる為
に、今以上にグリーンイ
ノベーション推進事業を
継続して推進すべきで
あると思います。

下記に理由を列記いた
します。 
・ネットワークトラヒック
急増によりネットワーク
機器の電力消費量削減
が急務であること 
・ネットワーク機器の主
要LSIは日本の優位技
術であること 
・企業内に止まらず、大
学、国と連携し、幅広い
技術開発課題を打ち立
て、地球温暖化、CO2
排出削減に取組むこと 

1156 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
我が国の科学技術発展
を支える基盤的な資金
として重要な役割を果
たしており、その維持・
増強は科学技術立国に
とって最も必要とされる
施策である。本来このよ
うな基盤的資金は、国
家の長期的ビジョンに

我が国がこれまでに築
いてきた主要国としての
地位は、常に国際的に
高い水準を維持してき
た科学技術に立脚する
と言っても過言ではな
い。それを支えるもの
は、大学をはじめとする
公的研究機関による継
続的な研究活動であ
り、その資金のほとんど
は科学研究費補助金に
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等） 基づいて継続的に担保
されるべきものであり、
一種の義務的経費とし
て取り扱う必要がある。

よるものである。このよ
うな基盤的資金の減額
は我が国の科学技術研
究体制の崩壊を意味
し、万が一にもあっては
ならないことである。

1157
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策については、少
なくとも平成22年度以
上の予算をつけて、日
本丸として力強く推進し
ていくべきと考える。

本燃料電池実用化技術
は、エネルギー資源の
少ない日本が今後世界
でビジネスができる代
表的な環境技術・強み
であり、既に限定的であ
るが世界に先駆けてマ
ーケットに製品を提供し
ている。また、この分野
における特許や論文発
表の件数・内容から考
えても人材育成が着実
に実を結んできているこ
とが伺え、中長期的な
視点で日本の強みであ
る環境技術、ビジネス
性、人材育成といった
日本成長の基軸となる
本プロジェクトについて
は、22年度以上の予算
で力強く推進すべきと
考える。

1158

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

医学・薬学領域におい
て橋渡し研究を実施す
る上でバイオリソースは
極めて重要です。現在
のバイオリソースは対
象動物種の様々な系統
を収集・保存することに
重点が置かれています
が、より大切なことは橋
渡し研究で必要とされ
る系統動物の維持・供
給体制の確立にあると
考えます。橋渡し研究
で極めて重要な系統動
物が対象となっていな
いことから、対象動物の
選定基準および運用の
見直しを検討してくださ
い。

ヒトの高脂血症や心血
管疾患の病態はマウス
やラットとは大きく異なり
ますが、ウサギ系統動
物（WHHLMIウサギ）と
はよく類似しています。
頻度が高く、マウスやラ
ットが適さない疾患の橋
渡し研究に必要なモデ
ル動物をバイオリソース
の対象とすることは極
めて重要です。WHHLMI
ウサギは日本で開発さ
れ、1985年のノーベル
賞研究に貢献し、国内
外から分与の申し込み
が相次いでいますが、
一施設で対応すること
には限界があります。こ
のような系統こそバイオ
リソースの対象とするよ
うご検討願います。

医学・薬学領域におい
て橋渡し研究を実施す
る上でバイオリソースは
極めて重要です。現在

ヒトの高脂血症や心血
管疾患の病態はマウス
やラットとは大きく異なり
ますが、ウサギ系統動
物（WHHLMIウサギ）と
はよく類似しています。
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1159

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

のバイオリソースは対
象動物種の様々な系統
を収集・保存することに
重点が置かれています
が、より大切なことは橋
渡し研究で必要とされ
る系統動物の維持・供
給体制の確立にあると
考えます。橋渡し研究
で極めて重要な系統動
物が対象となっていな
いことから、対象動物の
選定基準および運用の
見直しを検討してくださ
い。

頻度が高く、マウスやラ
ットが適さない疾患の橋
渡し研究に必要なモデ
ル動物をバイオリソース
の対象とすることは極
めて重要です。WHHLMI
ウサギは日本で開発さ
れ、1985年のノーベル
賞研究に貢献し、国内
外から分与の申し込み
が相次いでいますが、
一施設で対応すること
には限界があります。こ
のような系統こそバイオ
リソースの対象とするよ
うご検討願います。

1160
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

次世代のエレクトロニク
ス産業を国際競争力の
ある日本の産業に育て
るためには、研究段階
から、材料から製造プロ
セス、製品、サービスま
で連携した取り組みを
行い、技術的に世界を
リードするとともに、相
互にノウハウや知的財
産が絡み合った産業構
造を構築して、簡単に
真似できない産業にす
る必要がある。 
そのためには、本施策
のような取り組みは推
進すべきと思う。

次世代の印刷エレクト
ロニクスの研究開発で
は、特に欧州で活発な
活動が展開されており、
EUの資金援助、国を超
えての産官学連携など
成果を上げつつある。
日本も国家の支援の
基、本技術領域での産
官学連携の研究体制を
早急に構築する必要が
あると思う。

1161

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グリーンイノベーション
を可能にするために
は、資源エネルギーな
どの工学分野だけでな
く、「グリーン」の本質的
に意味するところの「植
物科学」に関する施策
を積極的にすすめるべ
きである。地球環境に
おける生命維持には、
光合成、バイオマスなど
の理解のための基礎研
究と、それらの活用を目
指した発展研究を推し
進めるべき。 
ただし、若手・女性など
に特別枠をつける研究
施策は、若手を45歳以
下と定義すること、性差
による特定の研究者を
排除することなどに、十
分注意して行うべき。む
やみに若手という言葉

光合成や植物科学関連
分野は、日本が世界を
リードする基礎先端科
学研究分野である。こ
れらの分野における基
礎科学の発展と、戦略
的な応用研究への舵取
りは、国家が責任を持
って行うべき科学施策
の１つである。食糧科学
の重要性は中国でも非
常に重視され、昨今で
は量・質、ともに中国に
追いつかれつつある。
世界での優位性を保つ
ためにも、植物科学を
グリーンイノベーション
の１つとして取り上げる
べき。

48



ばかり使って大きなお
金を出すべきではなく、
内容でしっかり審査す
べき。

1162
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

ディスプレイを中心とす
る情報通信以外に医療
や農業まで幅広い領域
に活用できる技術開発
テーマであり、新しいデ
バイス、新しいアプリケ
ーションによる新市場創
出が期待できる。是非と
も国のプロジェクトとし
て推進してほしい。

装置産業、材料産業の
国内の強みを活かせる
テーマであり、せオール
ジャパンで取組むべき
と考える。

1163

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

プログラム自体は非常
に有意義で今後も絶対
推進するべきものだと
は思うが，充てられた予
算の使い道や研究活動
の進め方については改
善の余地があるように
思う．また，世間での認
知度もあまり高いとは
言えないので，大学研
究を盛り上げるために
も一般の方への周知が
必要と思われる．

GCOEによる研究が，あ
からさまにGCOEのため
の研究になってしまって
いる場合があり，本末
転倒な場合がある．予
算の使い方に柔軟性を
持たせるべきであるし，
はじめの審査の段階で
実行可能性について慎
重に議論すべき．また，
同時にこのような施策
が行われていることをよ
り世間に周知して，理解
を得られるようにすべ
き．

1164

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は、
産業界から研究費の投
入が見込まれないよう
な基礎科学研究を幅広
くサポートするものであ
る。基礎科学力の維持・
向上は我が国の未来を
考える上で最も重点を
置くべき分野の一つで
あり、本事業がこのまま
推進されることを望む。

基礎科学研究は、その
ほとんどが国立大学に
おいて行われている。
国立大学には運営費交
付金が配分されるが、
年々削減が行われてき
ており、この交付金から
配分される研究費は本
当に微々たるものであ
る。実際の基礎科学研
究は科学研究費補助金
を原資として行われて
いるのが現実であり、
仮に本補助金が打ち切
られるようなことがあれ
ば、我が国の基礎科学
研究はほぼ「壊滅」に向
かうであろうと考えられ
る。

1. 超大規模システムを
想定した研究開発を行

1. 他の資料を参照する
と、本研究開発では
1,000VM程度を想定し
ているようであるが、海
外の動向なども踏まえ
ると、少なくとも10,000
～100,000VM程度の大
規模システムを想定し
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1165

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研究
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

う必要があるのではな
いか。 
2. グリーンクラウド基盤
を構築するためには、
最終目標であるエネル
ギー消費最小化を基準
とした最適化について
考慮する必要があるの
ではないか。 
3. 大学等で行われてい
る最先端の研究成果を
取り込み、オリジナリテ
ィを確保するとともに、
研究開発のスピードを
加速させる必要がある
のではないか。

ないと競争力を有しな
い。 
2. 本当に必要なのは
「全体最適化」であり、
クラウドコンピューティン
グの存在意義もそこに
存在する。したがって、
最終的なエネルギー消
費量を最小化しつつ、
成果を最大化するとい
う明確な基準に従って、
全体最適を図ることが
求められる。 
3. 海外との競争に勝つ
ために、単なるシステム
構築技術にとどまるの
ではなく、理論的解析
やアルゴリズム、最適
化などについて、大学
等の先端的な研究成果
を取り入れ差別化を図
ることが必須である。

1166
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

・エレクトロニクスは重
要であるが、廃液を大
量に発生する様なシス
テムは好ましくない。早
く印刷エレクトロニクス
技術を開発すべきであ
る。 
・次世代エレクトロニク
スは上記の様に重要で
ある。外国勢に先んじら
れると、コストに劣る日
本に勝ち目は無い。最
近の様に各社がバラバ
ラにやっていては、規
模、決断スピードに勝る
韓国、台湾勢に勝てる
見込みは薄い。国が音
頭を取り、率先してやる
べき。

・廃液を出すシステムで
はまじめにやる方がコ
スト高になる。よって、
日本が勝つ見込みは薄
い。 

1167

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

本調整費では、女性研
究者、若手研究者に対
する支援、イノベーショ
ン創出拠点形成等、科
学技術の振興に必要な
多岐にわたる重要事項
を含んでおり、これまで
の実績もあるので、今
後も推進して欲しい経
費である。

総合科学技術会議の方
針に沿って科学技術の
振興の総合推進調整機
能を持っており、予算配
分の偏りがあまり大きく
ならないようにすること
に寄与していると考え
る。

高知大学医学部附属病
院再開発の推進を行う
ために以下の３つの意
見を述べたい 

１．高知県は医師不足
が深刻であり、特に30
歳未満の働き盛りの医 
師数は全国ワースト２ま
で不足している。このま
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1168

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 
1. 高知県の地域医療の
崩壊を防ぐ 
・高度医療の提供 
・地域医療の充実 
・ 僻地医療への貢献 
2. 高知大学における教
育環境の整備 
・研修医の確保 
・高度医療人の育成 
・地域の医療レベルの
均点化 
3. 高知大学の研究レベ
ルの低下を防ぐ 
・地域に密着した特色
ある研究 
・学生や研修医に魅力
のある先端医療を推進
するための研究 
・トランスレーショナル 
リサーチ 

までは近い将来高知県
の地域医療は崩壊する
ので、病院再開発によ
って整備された医療環
境を提供する必要があ
る。 
２．病院再開発によって
地域医療の崩壊を防
ぎ、医療の質の確保お
よび発展のためには高
度な診療能力を有する
研究マインドを持った医
療人の育成が不可欠。 
３．病院再開発によって
高知県に多い地域特有
の疾患（肝がん・膵癌・
腎臓病等）や生活習慣
病（糖尿病等）に対する
治療成績を向上させる
ための研究への取り組
みが求められる。 

1169

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

幅広い学問領域を手厚
く保護すべきであるが、 
特に産業界からの援助
を受けにくい、基礎科学
に 
重点的に予算を振り分
けてもらいたい。 

必ずしも短期的に成果
があげられるとは限ら
ない基礎研究は、 
科学における基礎であ
り、土台であり、屋台骨
である。 
ここが弱いと、日本の科
学力全体の弱体化につ
ながる。 
国家としての力をつける
には、まず基礎科学を
育てる姿勢を 
打ち出すことが重要で
ある。

1170

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

本制度は、優秀な者を
とくに選抜して実質的な
給与と研究費を支給す
るという制度であり、若
手研究者候補の中から
とくに「上澄み」だけを選
抜して養成するという仕
組みである。とくにこの
枠組みの中で「PD・
SPD」として採用される
のは、博士課程修了者
のなかでも極めて優秀
な者だけであり、実際
に、最近5年間程度の
「PD・SPD」の採用率は
約10%と非常に競争率
が高い。事実上、若手
研究者の登竜門として
の機能を果たしており、
学術界からの評価も非
常に高い制度である。

本制度に採用された者
が事後にどのような職
に就いているかという事
後調査は学術振興会が
継続的に行っているは
ずで、大部分が常勤的
な研究職に就いている
という追跡結果が報告
されているはずである。
一般に、博士課程を修
了してから公募を経て
常勤的な研究職に就く
ための競争率は高いた
め（通常は半数以下し
か常勤職に就けない）、
採用者のうちの大部分
が事後に常勤職に就い
ているという事実は、こ
の「特別研究員制度」の
「上澄みを選別して特別
に養成する」という仕組
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本制度がこのまま推進
されることを望む。

みが着実に機能してい
る証拠・結果であるとい
える。

1171
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

地球温暖化などによる
自然環境への影響を保
護などの観点から今後
対応できるように研究を
進めてもらいたい。

近年、地球温暖化とい
う言葉を毎日のように
聞くようになり、未来の
自然環境に不安を抱い
ています。将来の子供
たちに自然の大切さ、
特にきれいな海を伝え
ることは今を生きる大人
責務であると考えてい
ます。ぜひこのような研
究を推進していただき
たいと思います。

1172

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27126 固体
このまま
推進す
べき

自動車用や定置用とし
て利用される固体高分
子形燃料電池のコスト
低減と高性能化・高耐
久性化を達成し、実用
化推進と本格的な普及
を可能とする、これまで
にはない新しい観点か
らの研究手法に基づく
本施策「固体高分子形
燃電池実用化推進技術
開発」は、積極的に推
進し、低炭素化社会の
実現を世界を先導して
進めるべきである。

本施策は資源・エネル
ギーに乏しく環境問題
が迫る我が国の社会的
最重要課題の一つであ
り、我が国の産業の活
性化をもたらす重要な
使命を持つと考える。本
施策は、グリーンイノベ
ーション関連の温室効
果ガス排出量緩和に関
係する重要なテーマで
ある。本施策は燃料電
池自動車を実現するだ
けでなく、我が国の科
学・技術の発展と世界
における日本のプレゼ
ンス強化のためにも大
変重要なことである。燃
料電池研究開発を格段
に進め、燃料電池自動
車の普及・実用化に向
けて、世界を先導する
我が国の立場を築き、
力強い日本国構築に貢
献することを大いに期
待している。

1173

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

このまま
推進す
べき

単なる秘書ではなく、研
究者および研究グルー
プの実施している研究
内容を理解した上で、
各機関と連携して研究
プロジェクトをまとめ、研
究のスタートから実用
化に至るまでマネージメ
ントできる人材が必要
不可欠である。

現在、大学等の研究者
は教育・研究以外の事
務や研究プロジェクト管
理、資金調達に忙殺さ
れて、研究に支障が出
るといった望ましくない
状況にある。 
現状では秘書や大学院
生（TA, RA）、ポスドクが
それぞれ一部を担って
いるがいずれも短期で
入れ替わる人材であ
り、長期にわたって研究
の管理・運営ができる
専門人材が求められて
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いる。知財の管理という
観点からも必要不可欠
である。

1174
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷エレクトロニクスは
次世代の基盤技術にな
りえる重要なイノベーシ
ョンであると考えてい
る。特に省エネルギー
型のエレクトロニクスと
して重要なポジションを
占める可能性がある。 
我が国の競争力を向上
し、産業として成長させ
るためにはしっかりとし
た研究・技術開発を進
めるべきである。

素材の開発から、デバ
イス、そのプロセス技術
までトータルで考えてお
り、実施の連携体制か
らその実現性に期待が
持てる。

1175

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

これまで以上に推進す
べきと思います。

高齢化社会を背景とし
て患者数の増加が予想
される生活習慣病（糖
尿病や心筋梗塞など）
の研究は重点的に推進
すべき研究と思われま
す。その中でも一塩基
多型をベースにした、ゲ
ノム医科学研究事業は
各々の疾患の遺伝的要
因を明らかにするを目
標としています。遺伝要
因の有無を個人別に調
べ、発症リスクを予測す
ることで、病気の発症を
予防することができる可
能性があります。発症
の予防は医療費の削減
に直結し、”ライフ・イノ
ベーションの推進”に大
きく貢献できると思われ
ます。

1176
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
材料開発事
業

このまま
推進す
べき

提案されている内容で
すすめるべきと考える。

エレクトロニクス分野に
ついては、台湾、韓国
に対して特に製造段階
で競争力を失った。この
原因を考えるに、性能
の高度化に集中するあ
まり、低コスト化等の検
討が不十分であったと
考える。今後の世界で
見込まれる大きな需要
としては、中国、インド
の需要が見込まれる
が、これは必要最低限
の性能を持ったエレクト
ロニクス機器と考える。
この機器の製造におい
ては、従来の方法で作
成した場合には、世界
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の資源、エネルギー需
要に大きな影響を及ぼ
さずにはおられない。 
本ＰＪによる省エネルギ
ー、省資源、低コストの
印刷技術を応用した製
造方法の開発は、日本
の競争力を向上させる
とともに、世界の資源、
エネルギー問題の解決
に貢献する重要なＰＪと
考える。

1177
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

円高等の国際的経済環
境の中で、地域経済を
支えるものづくり産業
が、今後も継続・発展し
ていくためには、大学の
英知を活用し、国際競
争力を有する新技術・
新製品開発ができるク
ラスターを形成していく
ことが不可欠。本施策
は、産学官連携による
イノベーションの企画・
実施化によってクラスタ
ーを形成・高度化するこ
とに非常に大きな役割
を果たしている。地域の
財政力の脆弱さから、
本施策の継続なくして、
地域が国際競争力を有
するクラスター形成を具
現化していくことは不可
能。

円高等の国際的経済環
境の中で、日本のもの
づくり産業を維持・発展
させていくためには、国
家戦略として、地域の
優れた産業集積を産学
官連携によって、更に
国際競争力を有するも
のにしていくことが不可
欠。本施策のように、国
内に特長ある産業集積
（クラスター）を形成し、
日本のもづくり産業の
国際競争力を維持・高
度化しようとする戦略
は、欧米等先進諸国も
力を入れている。地域
がそれに負けないよう
なクラスター戦略を企
画・実施化できるような
国の支援無くして、日本
のものづくり産業は生き
残れない。本施策の後
継施策も当然必要にな
る。

1178

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本経済のさらなる発
展と持続可能性社会と
の両立のためには、日
本が強い分野であるエ
レクトロニクス産業と素
材産業が協調して、製
造におけるエネルギー
消費の少ない新産業製
品群を創出してゆく必
要がある。そのために、
大面積エレクトロニクス
は最適な新分野であ
り、世界的に見て日本
の研究レベルも高いこ
とから、これを国がバッ
クアップして産業化に繋
がる基礎～応用研究を
促進すべきである。ただ
し、塗布プロセスと物理

日本経済の主役の一つ
であったエレクトロニク
スは、アジア諸国などの
台頭によって利益構造
が損なわれてしまって
いる。幸い、素材産業
や幅広い製造装置産業
においては日本の強み
はまだ残っており、それ
を活用すべきである。現
在エレクトロニクス製品
はすでに飽和している
ように思われているが、
身の回りの衣食住の大
部分はエレクトロニクス
不在の部分がほとんど
である。大面積フレキシ
ブルなエレクトロニクス
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蒸着プロセスには一長
一短があるため、「溶液
を用いた印刷」に対象を
限るべきではない。

部品／製品が実現すれ
ば、まだ拡張の余地が
ある。

1179

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

農林
水産
省

26103

自給飼料を
基盤とした国
産畜産物の
高付加価値
化技術の開
発

このまま
推進す
べき

我が国の養豚経営にお
ける飼料自給率は低
く、飼料原料のほとんど
を輸入に依存している。
そのため飼料価格は世
界情勢により大きく変動
し、近年は高値で推移
しており経営を圧迫して
いる。 
そのため、早急に輸入
飼料に替わる安定的且
つ低コストの国産飼料
への代替えを図る必要
がある。

近年休耕田や耕作放棄
地利用による飼料用米
の生産が注目されてい
る。飼料用米を輸入飼
料原料であるトウモロコ
シに代替えすることによ
り、高品質豚肉等の生
産技術確立が可能とな
れば、経営コスト低減に
大きく貢献することがで
きる。

1180
民間
企業

60歳
～

環境
省

29106
地球温暖化
対策技術開
発事業

このまま
推進す
べき

本事業は国家目標とし
て掲げている「2020年に
温室効果ガスを1990年
比で25％削減」を実現
のために重要な施策と
いえる。特にオフィスビ
ル等の省エネ化や、家
庭やビル等に導入の進
む再生可能エネルギー
を有効活用するための
制御・蓄電システムの
開発・検証が重要であ
る。また、蓄電システム
の普及に向けたキーフ
ァクターである蓄電池の
コストダウンを進めるた
めにはベースとなる電
気自動車の適用車種の
拡大が不可欠である。

温室効果ガス排出が増
大しているのは、業務
分野・家庭・運輸分野で
ある。企業の生産性向
上の為にIT化は必要不
可欠であり、オフィスビ
ル等のCO2排出はさら
に増える事が予想さ
れ、対策の強化が必要
である。また、家庭等に
導入の進む再生可能エ
ネルギーについては、
電力買取制度だけでな
く、地域で電力を融通す
るシステムの構築も必
要である。さらに、蓄電
池技術の開発を促進す
るためには電気自動車
市場の一層の拡大が必
要である。

1181

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきと
思います。

薬剤の作用（量の調節
や副作用）は個人差が
大きいものであります。
特に抗血栓剤として用
いられるワーファリンは
投与量の調節が難しい
ものです。こうした薬剤
について”オーダーメイ
ド医療の実現プログラ
ム”での研究データを元
に遺伝子型から個人別
の投与量や副作用のリ
スクを予測することは、
患者のメリットにもなる
上、医療費の削減の面
からも有益なことになる
と思います。基礎の研
究およびその実用化に
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向けて更なる研究の推
進が必要と思います。

1182

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133 科研費 その他

世界のトップに追いつい
た日本の科学技術は、
これまでの「追いつけ」
の体制を抜本的に変え
ねばならない（コンクリ
ートから人へのよう
に）。どの最先端分野で
も（巨大研究所で）抱え
ている深刻な事は、 
 
１）研究者不足、 
２）サポートサイエンティ
スト不足、 
３）研究支援者不足だ。 
 
機械・装置を買えてもそ
れを動かしきる研究者、
補助者がいなくて 
それらが死んでしまって
いる。また、得られたデ
ータをきちんと解析する
研究者も不足し、未解
析のデータが死蔵され
るばかりだ。 
 
研究に一番欠かせない
喧々諤々と日常的に議
論する相手がきわめて
不足している（研究者の
孤立・分断化）。欧米の
三分の１の人数で日本
はやっている。 
 
一方、国立大のポスト
の７０％を占める地方
大学の研究者は４０歳
を過ぎると、研究条件が
悪く、研究が維持できず
深刻な状況だ。これら
の人のポストを再活用
する手立てをしなけれ
ば、世界の最先端への
道は到底達し得ない

大学院重点化、ポスドク
充実の政策は、地方大
学を著しく疲弊させた。
若手（助教やポスドク）
がいない研究室など活
性化するはずがない。 
 
分散化・孤立化した各
地方大学の研究者を、
研究分野・テーマごとに
再編成すれば、地方大
学の人員削減が可能
で、その分を最先端の
機関研究分野へ再配分
しなおすことが可能 
 
「地方大学の再定義」を
大学院重点化の積み残
しの課題として捕らえ、
top downで（大学から提
案するなどありえないの
で）行う必要がある。

1183

大学・
公的
研究
機関
（独

30～
39歳

文部
科学

24176

光・量子科学
研究拠点形
成に向けた

このまま
推進す

科学技術特に基礎科学
研究に関連する施策へ
の予算は、今まで以上
に多くの金額を計上し、
ポストを準備するべきで
ある。年々予算が縮小
しており、多くの若手研
究者が職に就けず、路
頭に迷っているのが現
状である。これは若手
の生活基盤の保障でき

多くの若手研究者が路
頭に迷うのは、国が無
策に入り口だけを広げ
てゴールの完備を怠っ
たのが原因である。国
の政策として大学院の
入学定員を２倍に増や
したのであれば、そこを
巣立った人間が生活に
困る事のないようにポ
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法・公
設試
等）

省 基盤技術開
発

べき ないばかりでなく、学位
を取得するまでに長い
年月と費用を掛けて育
て上げた頭脳を無駄に
し、これは国の財産とし
て非常にもったいないと
言える。日本の頭脳の
質と量を保障する為に
も、もっと活躍の場を増
やすべきである。

ストを準備すべきであ
る。大学院に進学する
人間は学問を極める事
に興味があるから進学
しているのであるから、
研究を続けられるポスト
の元となる予算は十分
な余裕を持たす必要が
あると考える。

1184

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

環境
省

29105
里地里山保
全活用行動
推進事業

その他

要求額の位取りを間違
えていませんか？（仮に
間違えていない場合、
費用対効果の観点から
事業の見直しが必要と
思います。）

900億円という要求額は
いささか多すぎるように
思います。また、内訳等
に記載された金額と矛
盾しているように感じら
れます。

1185

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

グローバル化していく社
会の中で、次世代のリ
ーダーとなる理系人材
育成が必要です。もちろ
ん、語学能力や、国際
的な感性も大事です
が、本施策では、是非と
も基礎のしっかりした実
力のある人材育成を進
めてください。

理数学応援プロジェクト
として本研究科で進め
ているオナープログラム
は、学部生の意欲ある
学生、博士課程にすす
もうかという学生が積極
的に参加しています。
大学教育全体の底上げ
とは別に、このような未
来のリーダー育成のた
めの教育支援は理系学
生には非常に有効で
す。参加している学生
の目の色が違います。
是非とも進めてほしい
政策です。

1186

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

素粒子物理学の分野で
は、湯川秀樹や朝永振
一郎以来理論面での活
躍が日本の得意分野と
みなされてきた。しかし
近年では実験分野で
も、小柴氏のノーベル
賞受賞や、小林・益川
理論の検証実験を日本
の施設で行うなどのこと
があり、着々と蓄積して
きた実力が認められる
ようになってきた。この
流れを押しとどめること
なく、基礎科学の分野
での日本の発展を進め
ることが重要と考える。

自分自身、Bファクトリー
の今迄の建設、実験に
関与してきたが、これま
での成功が偶然ではな
くよく組織された研究活
動の成果であると考え
られる。大規模実験は
参画する研究者の個人
の資質によることは当
然であるが、そのチー
ムワークのを維持する
こともそれに劣らず大事
である。現在実験を遂
行している集団がそうし
た点で高い質を備えて
いることは、これまでの
成果が如実に示してい
ると考えられる。

ゲノム分野は世界的に
日進月歩である。この
領域の研究を促進し、
人類の医薬品適正使用
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1187
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

に向け研究/努力するこ
とはもちろんだが、国際
的に本領域のイニシア
チブをとることが必要。
国が本分野をリードし、
国際的にルール作り、
また脅威となるビジネス
にはいち早く目を光らせ
牽制、国として圧力をか
けることも必要である。
本分野のテコ入れは急
務である。今こそ、人、
金を一揆につぎ込み、
国としての方針をしめす
べきである。ダラダラ、
小予算では全く意味が
ない。ALL or Nothing!!
である。日本の政府に
はこの覚悟がないから
ダメなんだ！決断とスピ
ード感はとても必要で
す。

海外のゲノム研究はス
ピード感があり、研究の
成果をいち早くビジネス
に応用してくる。日本か
ら見ればそれは非常に
脅威であり、行き過ぎた
研究、ビジネスモデル、
または重要な分野で特
許を抑えられてしまうこ
とは日本国民の権利ま
たは国益を損なうことに
もなるから。

1188

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24183
地震・津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

地震・津波による災害
は都市機能に関わる．
特に南海トラフ沿いで発
生する巨大地震におけ
る，1707年宝永地震・
1854年安政地震では，
江戸幕府を始め太平洋
沿岸の各藩による行政
機能に支障をきたし，復
興に相当時間がかかっ
たように見受けれる．沈
み込み帯における繰り
返し発生する地震は避
けられないため，最小
限の被害となるために，
地震・津波観測監視シ
ステムを構築することは
重要と思われます．

地震・津波観測監視シ
ステムを構築することに
より，緊急地震速報の
高精度化，津波来襲予
測の高精度化が期待で
き，現在行われている
地震・津波災害予測研
究による研究成果と結
びつけることにより，地
震・津波被害を最小限
とすることが期待でき
る．

1189
官公
庁

50～
59歳

文部
科学
省

24002
海洋生物資
源確保技術
高度化

このまま
推進す
べき

本施策は、まさに時宜
を得たというよりも、むし
ろもっと早く取り組んで
も良かったのではない
かと思われます。本施
策が推進されることを強
く望みます。

我が国周辺における海
洋環境が、海水温の上
昇も含めて、近年急速
に変化しつつある中で、
国や地方の研究機関が
取り組んでいるテーマ
は短期間（短年度）で成
果を出すあるいは出せ
るようなものが多く採用
されているように見受け
られます。しかし、海洋
生物資源の生態等につ
いては、本施策の目的
や目標に記載があると
おり、地道な基礎研究
の積み重ねと解析によ
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り、その解明が可能で
あると考えます。また、
それを踏まえたうえで価
値ある応用研究もなさ
れるものと考えます。

1190

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

東北大学のグローバル
COEプログラムは、国
際競争環境下におい
て、「グリーンイノベーシ
ョンの推進」、「ライフイ
ノベーションの推進」及
び「国際競争力のある
技術開発推進」の分野
で、「基礎研究の抜本
強化」「科学技術を担う
人財強化」「課題解決型
研究開発の推進」「イノ
ベーションの創出促進」
に懸命の努力を続けて
いるが、残念ながら、こ
うしたプログラムは軒並
み後２から3年で終了す
る。これらグローバル
COEプログラム終了後
の継続施策を用意し
て、これまでに得られた
成果が結実するように
取り計らう必要がある。

筆者が関与する東北大
学グローバルCOE「流
動ダイナミクス知の融
合教育研究世界拠点」
では、環境・エネルギ
ー・医療・航空機・原子
力・ナノテクノロジー・次
世代半導体・熱流動等
幅広い分野で、海外の
多数の大学等と共同研
究し、また学生の教育
を行っている。こうした
博士課程学生のための
奨学金(正確にはリサー
チアシスタントとしての
給与）の大部分は、
GCOEのファンドで賄わ
れているのが実態であ
る。GCOEが 
なくなれば、大学院博
士課程の学生の多く
は、すぐに生活に困るこ
とになる。このため、
GCOEの後継プログラ
ムを是非とも創出する
必要がある。

1191

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

知識基盤社会では、サ
ステナビリティなどグロ
ーバルな諸課題に対応
する人材が求められ
る。対応するべき諸課
題は狭い専門性にとら
われては解決できな
い。文理を統合した叡
智をもつ人材の育成な
しには、成長分野での
マネージメントを実行
し、グローバルな課題で
の我が国の役割を果た
すことは困難である。従
来の専門性に傾斜した
人材育成だけでなく、文
理を統合した広い視野
をもつPh.D取得者を育
成していく必要がある。

高大接続問題と大学院
での教育に関わる中
で、普遍的な教養を有
するリーダー育成なしに
は、大学で「二流の専
門家」しか育成しえない
ことが明らかとなってい
る。また、国際社会では
博士号をもつ知識人が
リーダーとなっている。
平成7年の設置基準大
綱化以来進行してきた
「専門性重視」だけで
は、「一流の専門家」も
「国際的なリーダー」も
生み出しえないと考え、
施策の実現を期待す
る。

国民生活の利便性の向
上や国際競争力の強化
等を目的としたユニバ
ーサルコミュニケーショ
ン技術の研究は、継続

多言語音声翻訳、音声
対話、情報検索技術等
の高度化を目指す本技
術は、より快適なコミュ
ニケーション手段を求め
る社会的ニーズの盛り
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1192
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

して優先的に推進して
いくべきであると考えま
す。法人会員として弊
社も参加している高度
言語情報融合フォーラ
ム(ALAGIN)は、本分野
の研究開発の議論の場
の提供、研究開発され
たツールや情報資源の
公開、最新技術のセミ
ナー開催等を実施して
頂いており、企業活動
の活性化や効率化に多
いに役立っています。

上がりと、そのライフイ
ノベーションによって日
本経済を活性化できる
という点で、その重要性
はますます高まってい
ます。 
また、本技術は、各国
の音声・言語に密接し
ているという特質から、
万が一我国の研究が停
滞すれば他国言語のそ
れに比べて極めて不利
な状況に追いやられる
ことになります。

1193

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

この事業は、各地域に
おいて産学官等が連携
して取り組むというイノ
ベーション効果の期待
できる方法をとってい
て、今後も推進していく
ことが効果的なあり方
であると考えます。 

現在取り組み中のテー
マは、地域の産業界に
とってはたいへん高度
な産業界だけでは扱い
きれない内容であり、産
学官連携があってこそ
持続できる。また、短期
間に成果を得ることは
困難で、有用な成果に
到達するには数年から
十年の年月が必要なた
め、継続することが重要
である。さらに、実施体
制の整備も大事なこと
である。

1194
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

このまま推進して欲しい
です。もっと人、金を思
い切りかけるべき。特に
医療観光などを日本の
売りにするならば、この
分野は今後はずせな
い。

医薬品の使用におい
て、事前に効果、副作
用の出方が個別に判定
できれば、こんなうれし
いことはありません。そ
のためにも、ゲノム分野
の研究はぜひとも推進
して欲しいです。今ゲノ
ム分野は世界的に凄ま
じい進歩をしておりま
す。国として医療観光な
どを促進するのならば、
この分野でも最先端を
走らなければ、最高医
療を提供すると謳えな
いのでは。

補助金を減らすと、日本
の技術力が格段に落ち
ると考えるからです。 
基礎研究の裾野が広い
ほど、新しいブレイクス
ルーへと繋がる可能性
が増え、新たな新技術
の発展に大きく貢献す
ることができます。 
補助金の規模が縮小さ
れれば、それだけ国の
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1195

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

補助金は減らさずに、
拡大、もしくは現状維持
を強く望みます。

将来的な科学技術力を
落とす結果となり、私は
それには反対です。 
日本は科学技術の質の
高さに定評のある国で
す。その技術力を支え
る基盤となるような研究
をもっと活発に推進す
べきであり、縮小するよ
うなことは間違ってもし
てはいけません。 
シンガポールは日本と
同じく島国で、資源もな
い国ですが、その分、
国の政策によって研究
所の設備を整えて海外
から優秀な人材を呼び
込めるような投資を行っ
ています。科学技術を
世界で競争していくので
すから、このような政策
を日本もすべきだと思
います。 
ぜひ、科学研究費補助
金の制度を、縮小させ
ないでください。お願い
します。

1196

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

本事業は創薬産業に大
幅なコスト削減と効率的
な創薬を期待できる。さ
らに技術開発に伴う知
的財産の獲得も期待で
きる。しかし、そのような
最先端の技術開発には
多くの時間と労苦を要
するので、今後ともぜ
ひ、国策として推進して
いただきたい。また、昨
年度の事業で出版され
た書籍「タンパク質計算
科学」はそのような最先
端の研究内容を学ぶこ
とができ、私のような学
生にはとても役に立っ
ている。

数ある化合物の中か
ら、薬開発初期の段階
で有効かつ安全な物質
を理論的に選択するこ
とができれば、開発コス
トが削減でき、効率的な
創薬が可能となる。そ
のような技術が切望さ
れている。

1197

大学・
公的
研究
機関
（独

20～
29歳

文部
科学

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事

このまま
推進す

本施策が目標とする、
時間的・空間的に非常
に高い分解能での細胞
観察や、得られた情報
のシミュレーションによ
る分子レベルからの細
胞の挙動の可視化およ
び細胞機能の再現は、
いずれも、大規模かつ
複雑なシステムである

生命の基本単位である
細胞一つ一つの中で何
が起きているかを解明
することは、生命現象の
理解を基盤とする先端
医療の発展には不可欠
です。そのためには、ミ
クロには細胞内の分子
動態の把握から、マクロ
には組織・全身にいた
る集合としての挙動ま

61



法・公
設試
等）

省 業 べき 生命現象を理解するた
めに非常に重要であ
り、再生医療をはじめと
した最先端医療に大き
く貢献し、画期的な医療
技術の開発につながる
ことが大いに期待され
るため、このまま推進す
るべきと考えます。

でを明らかにしなけれ
ばなりません。また、生
命現象の理解の先にあ
る医療技術への応用を
スムーズに行うために
は、それらの情報を包
括的に捉えられるよう、
シミュレーションで可視
化することがぜひとも必
要です。

1198
小・
中・高
校

40～
49歳

内閣
府

13101
沖縄科学技
術大学院大
学

このまま
推進す
べき

開学に向けて準備(建
設)中の施設を見る機会
がありました。沖縄県在
住者としても、世界最高
水準の研究施設が県内
できることを誇りに思い
ます。是非、計画とおり
進めてもらいたい。

開学に向けて準備を進
めている職員へお話を
聞く機会がありました
が、大学院大学は学術
のみの振興だけでなく、
研究された内容を生か
した産業振興のみでな
く、県経済の活性化へ
の期待ももたれる。

1199
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

新興国の成長に伴い、
これまで以上にTFTを
始めとした電子デバイ
スの需要が増えると考
えられます。 
その中で有機材料を用
いた大量生産生産技術
は、その時のコア技術
になると考えています。 
海外、特に欧州ではこ
の状況を見据えてか、
国家プロジェクトが積極
的に進められていま
す。我が国も技術立国
として取り組むべきと考
えます。

現時点では具体的アプ
リケーションが見えない
本分野では、個別企業
の取組だけでは心もと
なく、国がプロジェクトを
組んで、推進する必要
性を感じます。 
具体的な成果を求めら
れる昨今の傾向ではご
ざいますが、本テーマ
は今後発生するであろ
う様々なアプリケーショ
ンに対し、プロジェクト
の成果を一部最適化す
るだけで対応できる奥
深い施策だと思いま
す。 

1200

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

東北大学には現在１２
のグローバルCOEプロ
グラム（以下GCOE)が
あり、これらGCOEの活
動が大学全体の教育・
研究活動に占める割合
は極めて大きい。今後２
～3年でこれらのGCOE
は全て終了する事にな
るが、後継プログラムが
用意されることが必須
である。

各GCOEはファンドを
「研究設備費」「研究旅
費‐国際・国内」「ポスド
クの給与」「博士課程大
学院生のリサーチアシ
スタント（RA)給与」等の
経費をして使用してい
る。多数の海外からの
留学生もこのファンドで
RAとして雇用している。
また多数の日本人大学
院生をこのファンドで海
外に出して、経験を積ま
せている。GCOEが終了
した場合、こうした活動
は直ちに停止せざるを
得ず、大学の研究・教
育活動全体に与えるダ
メージは計り知れないも
のがある。なんとか、後
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継プログラムを設立す
る必要がある。
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